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【資料】
1941年全国労働関係委員会の
「裁定と命令」
―ィンターナショナル・ハーヴェスター社労使協議会制度に関する資料(7)--ー
伊藤健市
はじめに
第2次世界大戦後のアメリカ労使関係の有り様に大きな影響を与えたも
のの 1つに，多くの企業に導入された従業員代表制 (Non-Union 
Employee Representation Plan)がある。その実態は， 1935年に施行され
た全国労働関係法 (NationalLabor Relations Act)によって設置された
全国労働関係委員会 (NationalLabor Relations Board)の下した「裁定
と命令 (Decisionsand Orders)」に全貌の一端を垣間見ることができる。
以下で2回にわたって訳出しようとしている資料は， 1941年2月にイン
ターナショナル・ハーヴェスター社 (InternationalHarvester Company, 
現Navister杜，以下ハーヴェスター）の6工場にあった独立組合(Indepen-
dent Union)に対して下された「裁定と命令」である（ハーヴェスターに
対してなされた1942年までの「裁定と命令」については，伊藤健市「1936
年全国労働関係委員会の『裁定と命令』（上）」（『関西大学商学論集』第44
巻第5号， 1999年12月）を参照のこと）。
ハーヴェスターは， 1919年4月に従業員代表制（その正式名称はハーヴ
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ェスター労使協議会制度 (HarvesterIndustrial Council Plan)である）
を導入し， 1941年まで，同社の労使関係は，この制度とその後継組織であ
る独立組合を通して対処されていた。その意味では，この独立組合（当然
のことながら各工場で名称は異なっている）の実態は，まさに従業員代表
制の延長線上にある「会社組合 (CompanyUnion)」であった。それが，
この資料に「労使協議会制度に関する資料」と副題を付けた理由である。
こういった「会社組合」に対して全国労働関係委員会がどういった判断
を下したのかは非常に興味あるところである。それは，ここでの判断がハ
ーヴェスターにおけるその後の労使関係の有り様を一定規定したという点
である。ハーヴェスターは，この「裁定と命令」に従い（そこには紆余曲
折があるのだが），その後「会社組合」を産業別労働組合会議 (Congressof 
Industrial Organization, CIO)系よりは与しやすいと考えたアメリカ労働
総同盟 (AmericanFederation of Labor, AFL)系の組合として従業員に
組織させ，それまでの労使協議会制度・独立組合と同様，経営者側がそう
いった組合を通じて従業員を支配しようとするのである。その意味では，
一定の評価が下せる「裁定と命令」であったが，労働者側から見て最善の
ものではなかったのである。
最後に， 1941年「裁定と命令」の構成を見ておきたい。
裁定と命令 (DECISIONAND ORDER) 
事件の概要 (STA TEMENT OF THE CASE) 
調査結果から得られた事実 (FINDINGSOF FACT) 
I 被告の事業について (THEBUSINESS OF THE RESPON-
DENT) 
I 関係する諸組織 (THEORGANIZATIONS INVOLVED) 
I 不当労働行為 (THEUNFAIR LABOR PRACTICES) 
A ハーヴェスター労使協議会制度 (The Harvester Industrial 
Council Plan) 
B 労使協議会制度廃棄前の経営首脳陣とフォアマンによる干渉，
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抑圧，強制 (Interference,Restraint, and Coercion by Officials 
and Foremen Pガorto Abandonment of the Plan) 
C 6工場における独立組合の結成とその後の出米事
(The formation of the Independents at the six plants and 
subsequent events) 
1 協議会委員と経営者側との関係 (Relationof Councilmen to 
Management) 
2 独立組合を組織する際に被告の管理職層と協議会委員が行っ
た活動
(Activities of Respondent's Officials and of Councilmen 
in forming the Independents) 
マコーミック従業員共済組合 (EmployeesMutual Associa-
tion at McCormick Works) 
ウェスト・プルマン独立組合
(The West Pullman Independent Union at West Pull-
man Works) 
ミルウォーキー従業員産業別組合
(The Harvester Employees Industrial Union at Milwau-
kee Works) 
イースト・モリーン従業員組合 (TheEmployees Association 
at East Moline Works) 
ファーモール合同自動車組合 (The United Motor Power 
Association at Farmall Works) 
ロック・フォールズ従業員組合 (R.F.E.A.at Rock Falls 
Works) 
3 被告と独立組合との契約 (Therespondent's contracts with 
the Independents) 
4 管理職層とフォアマンによる独立組合結成後の干渉，抑制，
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強制：被告による継続した支援
(Acts of interference, restraint, and coercion by supervisors 
and foremen subsequent to the formation of the lndepen-
dents; continuing support by respondent) 
D 結論 (Conclusions)
IV 通商に及ぽす不当労働行為の影響
(THE EFFECT OF THE UNFAIR LABOR PRACTICES 
UPON COMMERCE) 
v 救済策 (THEREMEDY) 
法から導かれる結論 (CONCLUSIONSOF LAW) 
命令 (ORDER)
インターナショナル・ハーヴェスター社とマコーミック従業員
共済組合，ロック・フォールズ従業員組合，ファーモール合同自
動車組合，イースト・モリーン従業員組合，ウェスト・プルマン
独立組合， ミルウォーキー従業員産業別組合との件
C -1561-1566号事件。裁定日1941年 2月8日。
裁定と命令
事件の概要
産業別労働組合会議 (Congressof Industrial Organizations, CIO)傘
下の農機具労働者組織委員会 (FarmEquipment Workers Organizing 
Committee)から正式に提出された告訴ーーその後修正されている一に
基づき，全国労働関係委員会(NationalLabor Relations Board)は， 1939
年6月6日付けで，その整理統合した訴状 (consolidatedcomplain)を公
表した。そして，修正され整理統合された訴状が1939年6月16日付けで，
インターナショナル・ハーヴェスタ 社 (I- nternat10nal Harvester Com-
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pany)―以下では被告と呼ぶー一ーに対して発行され，それは全国労働関
係法 (NationalLabor Relations Act) 第 8 条第 1• 2項と第2条第7項
にいう通商に影響を与える不当労働行為 (unfairlabor practices)にかか
わっていたし，かかわっていると申し立てている。
不当労働行為に関して，修正され整理統合された訴状—以下では訴状
—は，被告が積極的に促進し，推進し，奨励し，財政的その他の支援を
行い，非合法の団体交渉契約関係に入り，そうでなければ以下で指摘して
いる工場において労働組織の結成と運営を妨害し，支配していた実態を申
し立てている。イリノイ州シカゴのマコーミック工場におけるマコーミッ
ク従業員共済組合 (Employees Mutual Association of McCormick 
Works), イリノイ州ロック・フォールズ工場のロック・フォールズ従業員
組合 (RockFalls Employees Association), イリノイ州ロック・アイラ
ンドのファーモール工場におけるファーモール合同自動車組合 (United
Motor Power Association), イリノイ州イースト・モリーン工場における
イースト・モリーン従業員組合 (EmployeesAssociation of East Moline 
Works), イリノイ州ウェスト・プルマン（シカゴ）にあるウェスト・プル
マン工場におけるウェスト・プルマン独立組合 (WestPullman Indepen-
dent Union), 最後にウィスコンシン州ミルウォーキー工場におけるミル
ウォーキー従業員産業別組合 (HarvesterEmployees Industrial Union, 
英文ではハーヴェスターとなっているが会社名と紛らわしいことから表記のように記載
する一伊藤）である。訴状は，これらの行為によって，被告が全国労働関係
法第8条第1・2項にいう不当労働行為にかかわってきたし，今現在もか
かわっていることを申し立てている。
聴聞会で修正された訴状は， 1937年 3月15日あるいはその頃から，被告
が上記の各工場において以下の行為を行ってきたと申し立てている。 (1)
その従業員に対し，農機具労働者組織委員会の組合員になること，あるい
は紐合員でいることを留意するよう忠告し，説得し，警告した， (2)その
従業員に，農機具労働者組織委員会のオルグと役員が「共産党員」であり，
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「急進論者」であり，無責任な人々であったと話していた， (3)組合加入
に関して，従業員を詰問していた， (4)従業員に「独立」労働組織("indepen-
dent" labor organization)のメンバーになるように忠告し，「外部」組織
("outside" organization)に加入しないようにとも助言した，そして， (5)
当該の行為と他の行為によって全国労働関係法第7条で保障されている権
利の行使を千渉し，抑制し，そして強制してきたし，現在も従業員に干渉
し，抑制し，そして強制している。同法の第8条第 1項にいう不当労働行
為にかかわっている。
訴状のコピーは，聴聞会の通知を付けられて，聴聞会の10日以上前に被
告，農機具労働者組織委員会，マコーミック従業員共済組合，ロック・フ
ォールズ従業員組合，ファーモール合同自動車組合，イースト・モリーン
従業員組合，ウェスト・プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産業別
組合に正式に送達された。その後被告は，第13地区の地方労働委員会支部
長 (RegionalDirector)に， 1939年6月21日付けで訴状の訴訟理由を切り
離す申し立てと，訴訟明細請求書とその回答を求める申請をそれぞれ提出
した。イースト・モリーン従業員組合は， 1939年6月19日付けで，訴状ヘ
の回答を正式に提出した。それぞれの回答で，被告とイースト・モリーン
従業員組合は，訴状の重要な申し立てをすべて否定した。
通知に従って，全国労働関係委員会によって正式に任命された事実審理
官 (TrialExaminer)であるウィトモアー (C.W.Whittemore)の面前で，
1939年6月22日から10月58にかけてイリノイ州シカゴ (Chicago),スタ
ーリング (Sterling), モリーン (Moline)と，アイオワ州のダベンポート
(Davenport) と，ウィスコンシン州のミルウォーキー (Milwaukee)で
聴聞会が開催された。全当事者は聴聞会に参加し，証人を召還し，尋問し，
反対尋問し，そして他の証拠を提出する機会を与えられた。
聴聞会の開催に当たって，被告の顧問弁護士が全国労働関係委員会によ
って規定されていた訴訟理由を切り離す動議まで訴訟手続きを延期するよ
う求める申し立てを行った。継続のための類似の申し立てが，これら組織
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が法律条項の分割に対する別の申し立ても提出したマコーミック従業員共
済組合，ウェスト・プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産業別組合
の顧問弁護士によって行われた。延期を求める申し立ては，事実審理官に
否認され，彼のこの点に関する決定はここに承認された。被告の顧問弁護
士は，地方労働委員会支部長に認められていない訴訟明細請求書に対する
申請を更新し，同様の申請は上記3組織の顧問弁護士によっても別々に行
われていた。しかし，これらの申請は拒否された。申請が否認されたこと
で，事実審理官の要請により，全国労働関係委員会の顧問弁護士が被告と
いくつかの独立組合との間の契約に関してより特別な申し立てを行った。
これらの申請に関する事実審理官の決定はここに確認された。聴聞会で，
イースト・モリーン従業員組合の顧問弁護士が訴訟理由を切り離す申請を
提出した。法律条項の分割を求めるいくつかの申請を拒否する全国労働関
係委員会の命令は，聴聞会の間に次のように行われた。 6月23日には被告
の申請を， 6月29日にはウェスト・プルマン独立組合， ミルウォーキー従
業員産業別組合，マコーミック従業員共済組合の申請を，そして 7月14日
にはイースト・モリーン従業員組合の申請をそれぞれ否認していたのであ
る。 8月15日に，同委員会の事件解決の糸口に関する結論で，被告， ミル
ウォーキー従業員産業別組合，ウェスト・プルマン独立組合，イースト・
モリーン従業員組合の顧問弁護士は，聴聞会の最後で更新された訴状の棄
却を求める別の申請を提出した。この申請は，事実審理官によって拒否さ
れ，彼のそれに関する決定はここに確認された。
全国労働関係委員会が積極的に取り組んだ事件の最後で，そして聴聞会
の最後においても，被告は同社によって支配された労働組織が従業員の自
由で，拘束されていない選択であったかどうか決定し，このような選挙の
結果を記録に残すために，同委員会が全国労働関係法第9条第 c項のもと
での選挙と区別できるように， 6つの工場のそれぞれの従業員の間で「証
拠となる」選挙を行うことを提案した。事実審理官は，この申し立てを適
切な方法で拒否し，彼の決定はここに確認された。
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8月28日，被告の顧問弁護士は，事実審理官が審理無効と宣言し，何人
かの証言と CIOの全証人の証言が記録から抹消されるようにとの申し立
てを行った。この申請は，事実審理官によって拒否され，彼の決定はここ
に確認された。
聴聞会の最後に，被告の顧問弁護士はいくつか別の申し立てを更新した。
その申し立てには，訴状の棄却請求，被告の従業員の間での「証拠となる」
選挙の開催，審理無効の宣言，そして記録からある特定の証言の抹消，を
含んでいた。当該申請の裁定は，事実審理官によって留保され，それらの
申請は中間報告 (IntermediateReport)で否認された。彼の決定はここに
確認されている。
聴聞会の最後で，全国労働関係委員会の顧問弁護士は， 日付け，名称，
場所といった点で，訴状が提出された証拠と同じかどうかを確認する申請
を行った。被告の顧問弁護士が反対し，この反対は覆され，申請は許可さ
れた。聴聞会の閉幕に続き，全国労働関係委員会の顧問弁護士は，イリノ
イ州ロック・フォールズ，ウィスコンシン州ミルウォーキー，シカゴのマ
コーミック工場で被告の申し立てられている活動に関して， CIO傘下の北
アメリカ合同鉄鋼錫労働組合 (AmalgamatedAssociation of Iron, Steel 
& Tin Workers of North America)によって申請された当初の告訴を含
む，ある種の文書証拠の許可を求める申請を事実審理官に提出した。この
申請は，被告の顧問弁護士によって抵抗され，否認された。事実審理官の
この点に関する決定はここに確認されている。聴聞会の結論において，全
当事者が事実審理官の面前において口頭で議論する機会を与えられたが辞
退し，両者ともに準備書面 (briefs)を提出する期間として30日を与えられ
た。農機具労働者組織委員会の顧問弁護士は，準備書面を事実審理官に提
出した。その他のいかなる準備書面も提出されなかった。
1940年 5月1日に，事実審理官はその中間報告書を提出した。その複写
物は両当事者に正式に手渡され，そこには被告が全国労働関係法第 8条第
1·2 項と第 2 条第 6• 7項にいう不当労働行為にかかわっていたことが
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示されていた。事実審理官は，被告がすべての行為を止め，断念するよう
勧告した。つまり，被告が承認を取り消すこと，会社によって支配された
ことが確認された6つの労働組織 (labororganization)を解体すること．
どんな既存の契約にも影響を及ぼすことを止め，これらの6つの労働組織
のどれともこれまで以上の契約を締結することを止めるよう勧告した。そ
の後，中間報告書に対する異議が被告とミルウォーキー従業員産業別組合
とファーモール合同自動車組合によって提出された。ミルウォーキー従業
員産業別組合は準備書面も提出した。
1940年6月5日に，全国労働関係委員会は被告にこの訴訟手続きの記録
に全国労働関係委員会を調査する［下院］臨時委員会報告書の一部を含め
る申し立てを許可した。被告は．事実審理官のウィットモアー(Whittemor-
e)の処理に関して．下院委員会に提出された証言がすでに公正な審問を与
えるのを拒否されていたことを示している点を強く申し立てた。我々は慎
重にこの申し立てを支持している証拠を検討し．これらの訴訟手続きへの
被告と他のいかなる当事者のいずれもが偏見をもっていないか，あるいは
公正な聴聞会を否定していなかったと判定する。
全国労働関係委員会は，異議ありとして提出されたものを含む申請と証
拠に反対した事実審理官のすべての決定を再検討した。そして，何ら偏見
による過ちが行われていなかったことを確認した。決定はここに追認され
た。 1940年9月5日．ワシントンで口頭の議論を目的とした聴聞会が同委
員会のもとで行われた。被告，農機具労働者組織委員会， ミルウォーキー
従業員産業別組合，ウェスト・プルマン独立組合が代表として出席し，議
論に参加した。
全国労働関係委員会は，中間報告書と全記録に例外事項が提出されると
考え，それらが事実の発見，法から導かれる結論．今後なされる命令と一
致していない限り，価値はないことを確認した。
この事件の全記録に基づき，全国労働関係委員会は次のように判決した。
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調査結果から得られた事実
I 被告の事業について
インターナショナル・ハーヴェスター社 (InternationalHarvester Com-
pany, 以下ハーヴェスターと略す一伊藤）はイリノイ州シカゴに本社をもつニュ
ージャージー州の株式会社である。同社は， トラック，農場トラクター，
産業用トラクター，耕作用機具，植付・蒔種機具，干し草製造機，穀物収
穫機， トウモロコシ収穫機，モーター，固定型エンジン，搾乳装置，一般
的な農機具，そして同様の品目と部品のデザイン，製造，組み立て，修理，
販売，流通に従事している。
被告は，合衆国の 6つの州で15の製造工場を，カナダで2工場を，ョー
ロッパで4工場を，ォーストラリアで1工場をそれぞれ維持・経営してい
る。被告は同じく，合衆国，カナダ，ョーロッパにそれぞれある 6つのト
ワイン工場を経営している。その製造事業で使われる基礎材料を供給する
目的で，被告はミネソタ州に鉄鉱石鉱山を，ケンタッキー州に炭鉱を，イ
リノイ州にコーク工場と製鉄所を，キューバにサイザル麻プランテーショ
ンとサイザル麻繊維を作る工場をそれぞれ所有し，経営している。
ハーヴェスターの製品は，工業，農業，輸送業で利用されている。農機
具は，土壌を耕すこと，苗床の準備，穀粒の植え付け，穀物の収穫，農産
物の販売準備のための機械を含む75種類以上の異なった機械で構成されて
いる。被告によって生産され， TracTrac Torsとして知られている産業用
トラクターは，主に伐採，道路建築，パイプライン建設，炭鉱で使われて
る。ディーゼル駆動とガソリン駆動の固定型エンジンは，油井ドリル，灌
漑，製材所で使われている。被告は，ハイウェー輸送の全分野で使用され
る様々な型と種類のトラックを製造している。
被告の製品は， 152の支店，搬送拠点， 42の州とコロンビア特別区にある
販売・サービス代理店を通して合衆国中で流通している。主要な配送セン
ターは，カナダの14都市，南アメリカの18都市，メキシコの 7都市，オー
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ストラリアの 7都市，中央アメリカの 5都市，南アフリカの 5都市，西イ
ンドの5都市，それ以外の世界中の100都市で維持・経営されている。被告
は，運輸業者である産業用鉄道のイリノイ＝ノーザン鉄道(IllinoisNorth-
em Railway)とシカゴ＝ウェスト・プルマン＝サザン鉄道(Chicago,West 
Pullman & Southern Railroad Company)のすべての株式を所有してい
る。 1938年の会計年度に，被告は合衆国内で平均して 4万7,106人の従業員
を雇用していた。
1938年の会計年度の総売上額は，約2億8,236万1,000ドルであった（詳細
は第 1表を参照のこと一伊藤）。
第 1表総売上額の詳繍（ドル）
アメリカ合衆国内
トラクター 6,200万
農機具類 5,968万6,000
トラック 6,020万9,000
鉄鋼・トワインなど 1,680万5,000
小計 1億9,690万
海外
全製品 8,546万1,000
総 計 2億8,236万1,000
この訴訟手続きに関係している被告の 6工場とそこで生産された製品は
以下の通りである。イリノイ州シカゴにあるマコーミック工場では農機具，
ウィスコンシン州ミルウォーキーにあるミルウォーキー工場ではトラクタ
ー，エンジン，搾乳機，イリノイ州ロック・アイランドにあるファーモー
ル工場ではトラクター，イリノイ州シカゴにあるウェスト・プルマン工場
では磁石発電器，キャプレター，ベアリング，ギア， ミルク・クーラー，
イリノイ州イースト・モリーンにあるイースト・モリーン工場では農機具，
イリノイ州ロック・フォールズにあるロック・フォールズ工場では農機具
をそれぞれ製造している。
マコーミック工場，ロック・フォールズ工場，ファーモール工場，イー
スト・モリーン工場，ウェスト・プルマン工場， ミルウォーキー工場での
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製造事業で，被告は鉄鋼，木材，塗料，薄板，部品，アクセサリーからな
る原材料を大量に使用している。 1938年の会計年度に，このような原材料
の総額は約5,198万9,000ドルであった。このような原材料の相当な量は，
イリノイ州とウィスコンシン州以外の合衆国の 6つの州と外国から送られ
てきた。 1938年の会計年度に， 6工場で生産された製品の総額は約8,387万
1,000ドルであった。出荷のかなりの量は，イリノイ州とウィスコンシン州
以外の合衆国の州と諸外国に割り振られていた。
I 関係する諸組織
農機具労働者組織委員会 (FarmEquipment Workers Organizing Com-
mittee)は，アメリカ合同農機具労働組合 (United Farm Equipment 
Workers of America)の組織化と団体交渉における代理人で， CIOの傘
下にある＊。アメリカ合同農機具労働組合は，ここで問題にしている被告の
6工場の従業員を組合員として認めている。
*) 1937年に農機具労働者組織委員会が正式に発足する前に，ここで問題にし
ている 6工場のそれぞれには，鉄鋼労働者組織委員会(SteelWorkers Organ-
izing Committee)を通してCIO傘下の合同鉄鋼錫労働組合に属するローカ
ルがあった。これらローカルが後に農機具労働者組織委員会のローカルとな
っている。
マコーミック従業員共済組合は，マコーミック工場における被告の従業
員を組合員として認める労働組織である。
ロック・フォールズ従業員組合は，ロック・フォールズ工場における被
告の従業員を組合員として認める労働組織である。
ファーモール合同自動車組合は，ファーモール工場における被告の従業
員を組合員として認める労働組織である。
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イースト・モリーン従業員組合は，イースト・モリーン工場における被
告の従業員を組合員として認める労働組織である。
ミルウォーキー従業員産業別組合は， ミルウォーキー工場における被告
の従業員を組合員として認める労働組織である。
ウェスト・プルマン独立組合は，ウェスト・プルマン工場において被告
の従業員を組合員として認める労働組織である。
第2表独立組合と契約締結日
工場名 組 織 名 締結日
マコーミック工場 マコーミック従業員共済組合 1938年2月21日
ウェスト・プルマン工場 ウェスト・プルマン独立組合 1937年12月14日
ロック・フォールズ工場 ロック・フォールズ従業員組合 1938年1月24日
イースト・モリーン工場 イースト・モリーン従業員組合 1938年3月11日
ファーモール工場 ファーモール合同自動車組合 1937年11月3日
ミルウォーキー工場 ミルウォーキー従業員産業別組合 1937年11月1日
I 不当労働行為
A ハーヴェスター労使協議会制度
1919年 3月10日に，被告はその合衆国とカナダにあるすべての事業所に
「ハーヴェスター労使協議会制度 (HarvesterIndustrial Council Plan)」
（以下，労使協議会制度と呼ぶ）を導入した。被告はアメリカで廃止する
よう命令された1937年 4月21日まで，従業員代表制の 1つの形式として同
制度を続けていた。同制度の導入は，被告の社長からすべての従業員への
手紙という手段によってなされていた。この訴訟手続き中の聴聞会当時に
おいて，同制度は被告のカナダにある工場では依然として運営されていた。
ここで問題にしている 6工場のそれぞれにおいて存在していた労使協議
会制度の分析は，以下のことを明らかにしている。 (1)それは従業員では
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なく経営者によって考え出され，組織化されていたこと， (2)被告が導入
し，運営し，そして最終的にそれを廃止したこと，である。同制度は次の
ような手紙によって従業員に紹介されている。
インターナショナル・ハーヴェスター社
社長室
イリノイ州シカゴ， 1919年 3月
従業員諸氏へ
当社の取締役と役員は，従業員と経営者とのより密接な関係を確立する
ための 1つのプランをかなり長い期間を要して作り上げてきた。この目的
のために，従業員諸氏の評価を受けるものであることを期待しつつ，彼ら
は，以下のハーヴェスター労使協議会制度を諸君達の熟慮に供すべくここ
に提案している。
この制度は，「工場協議会 (WorksCouncil)」を提供するものである。
そこでは，従業員によって選ばれた代表者が，従業員と経営者双方の相互
の利害を考慮して，経営者と対等の発言権と，票決権をもてるようになる。
この制度は，すべての従業員に何らかの提案，要求，あるいは不平不満
を表明する権利を保障し，それを迅速に考究し，公正に決定する権利を保
障するものである。
この制度は従業員の投票によって採用されるであろうが，役員は，形式・
精神の両面での最善の努力をもってそれを運用することを誓約している。
もしこのプランが採用されたなら，それは，我々が一般的に工場内でも
っている関係を実質的に深めるであろうし，我々すべてにとってより大き
な満足と福祉をもたらすであろう。このことが私の希望であり，信念であ
る。
社長 ハロルド・ F・マコーミック (HaroldF. McCormick) 
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前述の手紙の内容は，被告が労使協議会制度の組織化に参加・支配して
いたという結論以外には選択肢を残していないし，我々もそのように理解
した。同制度の詳細な説明は，上記の手紙の複写を付けて，各従業員に渡
された。個々の工場の管理職層は，被告の総括管理者 (generalmanage-
ment)の代表によって同制度の諸条項に関する情報を与えられ，従業員は
工場長あるいはフォアマンによって，あるいは労使関係部の担当者によっ
てその計画を知らされていた。ここで問題にしている 6工場に関しては，
同制度はロック・フォールズ工場， ミルウォーキー工場，ウェスト・プル
マン工場では1919年に採択され，マコーミック工場においては1921年に，
ファーモール工場では1930年に，そしてイースト・モリーン工場では1934
年にそれぞれ採択されていた。
一般に，労使協議会制度はそれぞれの工場において工場協議会の結成を
規定し，工場協議会は選出された従業員代表と指名された経営側代表のほ
ぼ同数で構成されている。 1年間の雇用継続記録をもつアメリカの市民権
所有者だけが従業員代表として推薦される資格を有していた。推薦者は，
選挙前に工場内で公示されることが求められている。従業員代表の選挙後
に，経営者側はその代表者として指名した者を発表する。被告の労使関係
部長 (IndustrialRelations Manager)あるいは彼によって指名された管
理職層の誰かが労使協議会の会合で議長を務めていた。副議長は慣習的に
各工場の工場長 (superintendent)あるいは工場長補佐 (assistantsuper-
intendent)が，事務担当者 (secretary)は一般に工場の雇用管理者 (local
employment manager)あるいは労使関係部の代表者がそれぞれ務めてい
た。すべての小委員会では，従業員側と経営者側の双方が同人数と対等の
票決権をもっていた。各工場協議会の費用は被告によってすべて賄われて
いた。工場協議会で何らかの役についていた従業員は，協議会の役務で仕
事を休んだ間も通常の給与を受け取っていた。工場協議会の権限は，「従業
員と経営者の双方が互いに関心を寄せる労働条件，健康の保護，安全，賃
金，労働時間， レクリエーション，教育，その他の類似の問題に関連」す
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る勧告をなす際の調査と検討に限定されていた。このようにして「具体化
された」会社政策の実施も被告とともになされていた。工場協議会に選出
された協議会委員 (councilmen)の人数と経営側代表の人数にかかわらず，
従業員側と経営者側はすべての問題に関して対等な票決権をもっていた。
この点は，選出された協議会委員と経営側代表がそれぞれのグループ毎に
別々に票決し，それから双方のグループが単位（ユニット， unit)として票
決するという労使協議会制度の規定によって達成されていた。それで，従
業員代表が経営者側に同意できないすべてのケースでは，票決は同数とな
った。票決が同数となった場合，その事項は被告の社長に委託されるはず
であった。社長の同意で，未解決の事項はどのようなものであったとして
も，複数の工場協議会から指名された代表者で構成される全体協議会
(General Council)か，あるいは仲裁 (arbitration)に持ち込まれること
になっていた。全体協議会あるいは仲裁人の裁定は拘束力をもっていた。
労使協議会制度は，どの工場においても 6カ月間の通知の後に，それぞれ
の工場の従業員の多数決あるいは会社の取締役会によって終了することが
できた。
全国労働関係委員会は， 1936年11月に，インディアナ州フォート・ウェ
インの被告の工場で運営されていた労使協議会制度が全国労働関係法の第
8条第 2項を犯していたことを確認していた（詳しくは，伊藤健市「1936年全国
労働関係委員会の『裁定と命令』（上）（下）」（『関西大学商学論集』第44巻第5・6号，
1999年12月， 2000年2月）を参照のこと）。 11月16日に，マカリスター社長は，同
社が労働関係委員会の命令に対して提訴していたという声明をすべての従
業員に手紙で知らせた＊＊。その手紙は，全国労働関係委員会の裁定は合衆
国巡回控訴裁判所 (UnitedStates Circuit Court of Appeals)で再検討さ
れるまで効力はもたないと述べていた。被告はこの手紙で次のように指摘
している。「団体交渉を求める全国労働関係法が通過する16年以上も前か
ら，同社は全工場の従業員と自発的に交渉することに同意していた。」手紙
は，「………今，同社と交渉する権利を拒否されるのは，これらの自由に選
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ばれ，そして正当に選出された後任者（すなわち代表者）である」と断言
し，そしてこの事件に関する全国労働関係委員会の命令は，従業員が自由
に選出していた代表者を通して，そして彼らが続けることを望んだ方法で
集団的に交渉し続ける権利を拒否した，と指摘している。
＊＊）この手紙の全文は以下の通りである。
「11月12日．全国労働関係局はハーヴェスターに以下のように命じる裁定を下
した。
苦情，労働争議，賃金，賃率，労働時間，労働条件に関してハーヴェスターと交渉
する目的をもった，フォート・ウェイン工場の従業員を代表する『ハーヴェスター労
使協議会制度Jからすぺての認証を引き上げること。そして，そのような代表機関と
しての「ハーヴェスター労使協議会制度』を完全に解体すること。
この裁定は，全国労働関係法の全問題と事実の認定が連邦巡回控訴裁判所に
よって再審理されるまで効力をもたず，そして，この裁判所は命令を支持，あ
るいは破棄，あるいは修正するであろう。当社は，この件をシカゴ巡回控訴裁
判所に上訴する。
裁判所での審問までに，全国労働関係局がその裁定に至ったことの基礎にあ
ることを知らせ，そしてなぜ当社がその裁定が間違っており，破棄されねばな
らないと信じるかという理由を周知させる目的で，従業員に知らせておくぺき
情報としていくつかのコメントを以下でなしておきたい。
全国労働関係委員会は次のように述ぺている。
労使協議会制度のすべての考えは，集団としての従業員の直接的な行動に訴える代
わりに，労働争議を処理する方法として，使用者と従業員との間の自由な討議に基礎
を置いている。労使協議会制度は，十分に情報を与えられた従業員代表，そして彼ら
と経営者との間の理性的な討議を前提としている。………フォート・ウェイン工場の
従業員代表は，これまでのところ専門家の助けを受けていない。
全国労働関係委員会は，『労使協議会制度は団体交渉の場を提供していない』
と結論づけている。
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裁定における見解の中で，ハーヴェスターは不当性を非難されていないこと
は注目されることである。そこには組合員に対する差別への申し立てはなく，
選挙の干渉への申し立てもなく，労働条件への非難もない。それとは逆に，従
業員代表への『支配 (dominance)jという結論は，従業員代表が獲得すること
がせいぜいである相互に満足のいく労働条件が維持されているという認定に基
づいているように思われる。
ハーヴェスターは，団体交渉を要求する全国労働関係法が議会を通過する16
年も前から自発的に全工場で従業員と交渉することに同意し，その時より従業
員との関係は自由に選出された従業員代表との腹蔵のない討議を通して作り上
げられ，ストライキや『専門家の雇用 ("employmentof experts")』が必要な
いことに基づいて維持されているという事実を誇りにしてきた。
．．．．．．．．．（中略）．．．．．．．．．
1935年4月，ローズヴェルト大統領に任命された全米自動車労働委員会はフ
ォート・ウェイン工場で選挙を実施し，次年度の団体交渉を目的に従業員を代
表するぺく選出された人物を正式に認定した。そして， 1936年4月，この正式
に認定された代表が，彼らの次代の代表の選挙を施行し，それを監視した。現
在，ハーヴェスターとの交渉権を否定されている一ーそれはもちろん従業員代
表と交渉するハーヴェスターの権利を否定する全国労働関係局の命令の効力で
もある一—一のは，これらの自由に選ばれ，正式に選出された代表である。従業
員自身が選出した代表を通して，集団的に交渉する権利を従業員に保障すると
いう全国労働関係法の目的を考慮に入れて，全国労働関係委員会がそのような
命令を合法的なものとして出したかどうかを理解することは難しい。実際，裁
定は当面従業員をその代表者がいない状態に置くし，現下のところ実施され，
彼らが満足していることがわかっているやり方を継続したいと望んでいても，
将来的には他の形態での団体交渉を求めざるをえない状況下に置くのである。
全国労働関係局は，それ自身の選択を従業員の選択に置き換えているように思
われる。
1936年11月16日
ハーヴェスター社長 S・G・マカリスター (S.G.McAllister)」
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被告は，連邦最高裁判所が全国労働関係法が合憲であると1937年4月12
日に宣言するまで，そのどこかの工場あるいは全工場において，労使協議
会制度の否認を差し控えていた。記録は，同制度を廃止するという被告の
決定が，上記日時の最高裁判所の行動の結果として達せられたことを示し
ている。フォート・ウェイン裁定に続いて，労使関係部長のケルデー(Geor-
ge J. Kelday) と同部長補佐のホッヂ (GeorgeHodge)は，同制度の可
能な解体方法を検討し，被告は1937年春にその目的に向けての処匿を始め
たのである。以下でより詳細に論じられるように，いくつかの工場におい
ては，この取り組みは 3月に始まっていた。調整された行動は，全工場長
の定例会議 (formalmeeting)が開催された1937年4月16日に始まってい
る。その日，被告の合衆国にある製造工場と原材料事業所の全工場長がシ
カゴ本社の臨時会議に召集された。マカリスター社長が署名し，全従業員
に送達される手紙の大まかな草案が議論され，各工場長はそれぞれの地元
でフォアマンと協議会委員に告知する方法を教示されていた。ホッヂの証
言によれば，この臨時会議は次のようなものであった。
………その後すぐに………彼らは工場協議会の臨時会議を開催するよう求
められ，経営者側が工場協議会を継続しないとの決断を発表することとマ
カリスター社長の手紙をそこで披露すること以外にはいかなる議論も認め
られていないことを特に指示されていた。その会合については議事録はな
く，印刷物になったものはない。それはちょうどあなたがおっしゃるよう
に，まさにハーヴェスター労使協議会制度を終わらせ， もうこれ以上検討
しないための会議であった。
1937年4月21Bに，被告の全従業員に工場協議会の解体を知らせる手紙
が郵送された＊＊＊。その手紙で，被告は「非常な遺憾の念をもって」知らせ
たと述べている。被告は，全国労働関係法が団体交渉を求めるものとして
通過する16年前に，すでに労使協議会制度が従業員との間の団体交渉をも
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たらしていたと指摘し，同制度の従業員代表は「従業員が自由に選出した
代表者」であったことも指摘している。手紙は，賃金，労働時間，労働条
件の問題を処理することにおける同制度の「成功」を強調し，そして「忌
憚のない討議と••……•それぞれの見解の交換」が「相互の信頼感を発展さ
せていた」点も強調している。その延長線上で，被告は，フォート・ウェ
イン工場における同制度に関する全国労働関係委員会の裁定が「正当なも
の」と信じていないし，その従業員の大部分が同制度によって彼らの「自
由が………制限された」と心に抱いていたとも信じていなかったけれど，
同社は同委員会の命令に対し上告を差し控えることを決定したと述べてい
る。被告はまた，同委員会の裁定が被告が同制度を開始し，推薦し，その
費用を支払い，そしてその活動範囲を「団体交渉のより甚本的な問題の」
領域を越えて延長していたという調査結果に「主に甚づいていた」と主張
し，さらに「………長年にわたってうまく運営され，ほとんど批判される
こともなかった………同制度の………わが社の弁明はなかった」とも付け
加えていた。将来の行動に関して，被告はどの従業員も組合に加入するよ
うに強制されないが，「従業員はどんな既存の交渉団体もしくは全国組合あ
るいは地方組合に加入できるし，他の人々とともに新しい交渉団体もしく
は組合を組織してもかまわない」と提案した。手紙は，過半数を得ようと
する組合が「強制的な方法」を使用することも警告している。結論として，
手紙は同制度を称賛し，「将来，団体交渉形態にどのような変化が生じよう
とも失われるべきではない最大の価値をもつ資産が発展していたこと」を
示唆していた。
＊＊＊）この手紙の全文は以下の通りである。
「 1937年4月21日
合衆国の全従業員各位
まことに追憾なことでありますが，わが社の合衆国にある全工場において『ハ
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ーヴェスター労使協議会制度』のもとに選出された代表者との間で，団体交渉
目的をもってもはや交渉するべきではないという結論に達しました。皆さんの
代表にはその旨をお伝えしましたが，この手紙で全従業員に上記の決定に至っ
た理由を，正直かつ細大漏らさずお伝えしたいと思っております。
初めに，ハーヴェスター労使協議会制度とは何であったのでしょうか。同制
度は，わが社による団体交渉の提案を受けて従業員の無記名投票で承認・採択
され， 1919年に成立をみました。従業員と団体交渉することを使用者に求めて
いる全国労働関係法の16年も前にそれが成立していたことは特筆すべきことで
あります。同制度は，経営者と従業員が互いに利害をもつ問題を解決する手段
として，自由に選出された両者の代表の間で遠胞なく，存分に討議することを
奨励する合衆国における先駆的で，自発的な取り組みでありました。
18年間の記録が同制度の成功を雄弁に物語っています。その間，わが社のそ
れぞれの工場に設置された工場協議会で，賃金，労働時間，労働条件といった
多くの問題が遠慮なく，存分に討議され，これらの問題はただ一度のストライ
キを引き起こすこともなく，また時間や所得の損失もなく解決されてきました。
労使紛争の発生は完全に防止されてきたのです。忌憚のない討議ならぴに情報
と意見の交換が労使紛争にとって代わり，このことが長年にわたってわが社と
その従業員との間に信頼と尊敬の念を生み，双方が互いの問題を理解し，公正
で納得のいく解決に到達する取り組みへの参加をもたらしました。
最近，従業員の皆さんの手元に郵送された『従業員への年次報告書 (Annual
Report to Employes)』において，わが社の全般的な方針が討議されておりま
す。工場協議会はわが杜の方針の作成と展開において重要な役割を演じてきま
した。このことは私と同様，従業員の皆さんもご存じのことと思います。工場
協議会が存在していることと，わが社が人々が喜んで働こうとする会社である
ことは決して偶然の一致ではなかったのです。
それにもかかわらず，昨年11月に全国労働関係委員会は，フォート・ウェイ
ン工場の工場協議会が全国労働関係法のもとで権利として与えられている団体
交渉を従業員に対して十分かつ自由に許していないと裁定し，わが社に従業員
代表との交渉を止めるように命じたのであります。この裁定は最終の決定では
なく，同法は合衆国巡回控訴裁判所 (U.S.CircuitCourt of Appeals)への控訴
を認めており，わが社は裁定が正当なものではなく，またわが社の従業員（自
由が制限されていたかどうかを最も良く知る立場にあった）のほとんどが同じ
信念をもっていると信じて，上告しました。この控訴は現在争われており，最
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終的な裁定はまだ下っておりません。
公平な立場からみて，全国労働関係委員会の裁定が基づいている根拠の一般
的な性格を従業員が知っておくぺきだとわが社は信じています。同委員会は，
わが社が組合員である従業員をともかくも差別していることを発見したわけで
もありませんし，そのように示唆しているわけでもありません。労使協議会制
度の運営が従業員の行動の自由を妨げているという同委員会の結論は，そのほ
とんどがわが社が同制度を開始し，新しい従業員に同制度に留意するよう勧め
たという調査結果と，わが社が会合の議事録の印刷や選挙費用を支払いかつ従
業員代表に対し工場協議会活動に出席している間の正規賃金を支払ったこと，
そして工場協議会の範囲が安全，体育，レクリエーション，従業員共済組合や
他の互いに利害のある問題といった同制度の目的にそぐわない支援を含むもの
となり，賃金，労働時間，苦情といったより基本的な問題に対しては不十分な
討議しか行われていないといったことに墓づいています。
これらの調査結果にはわが社の公正さは何も反映されておらず，長年にわた
ってうまく運営され，ほとんど批判されることもなかった労使協議会制度の開
始に至る状況と運営に関するわが社の弁明はなかったのです。わが社は，自由
に選ばれた従業員の代表との団体交渉の価値を証明してきた先駆者であること
を大いに誇りに思っています。
フォート・ウェイン工場の今年度の従業員代表を選んだ最近の選挙は，完全
に従業員によって行われました。実際，全従業員が投票し，選出された12人の
代表のうち 3人は組合員でありました。誰もこの選挙の公正さと独立性を疑わ
ないでしょう。それにもかかわらず，仲間の従業員のために交渉するべく選出
されたこのグループは，全国労働関係委員会の命令によってその使命を果たす
ことを禁じられたのです。わが社が彼らと交渉できないのでありますから，彼
らもわが社と交渉できないというのは同委員会の命令の結果なのです。
このような事態は異常な状況を生み，巡回控訴裁判所の処置の再検討によっ
ては，従業員が自由に選んだ代表が経営者側と会合するという彼らの権利を保
護する目的のためには全国労働関係委員会の裁定を逆転させるかもしくは修正
するという結果が起こりうるかも知れません。
しかしながら，わが社は上告は取りやめ，全国労働関係委員会の命令に従う
ことを決定しました。それは，労使紛争を排除するという政府の取り組みに協
力したいというわが社の願いのゆえの行動でありますし，批判の対象となって
いる制度—そのような批判が正当なものでないにしても一のもとで団体交
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渉を続けることが従業員にとってもわが社にとってもあまり利益とならないと
信じての行動でありました。同委員会の裁定は，わが社の従業員が団体交渉に
おいて完全な自由を享受しているかどうかという問題を生み，そして当社はそ
ういった問題が生じる原因を取り除きたいと思っています。
現下において継続不能となってしまった工場協議会形態での団体交渉の先に
は何がやって米るのでしょうか。このことは従業員自身が決定することであり，
各従業員は全国労働関係法が保障する個人の選択の自由権をもっています。
最高裁判決における全国労働関係法の最近の解釈によると，従業員は誰も組
合もしくは交渉団体 (bargaininggroup)への加入を要請されることはなく，
彼ら自身の判断によってわが社と直接交渉できる，ということが明確になりま
した。
一方，団体交渉を希望する従業員はそれができるし，この目的のためにその
従業員は既存の交渉団体もしくは全国組合あるいは地方組合に加入できるし，
他の人々とともに新しい交渉団体もしくは組合を結成してもかまわないので
す。
経営者側は，個々の従業員もしくは利害のある問題を討議したがっている何
らかの団体の権威づけられた代表と会合し交渉するという以前の方針を継続す
るでありましょう。しかし，将来的にはこういった関係は，『適正な単位(appro-
priate unit)』（全国労働関係委員会によって決定・承認されたもの）における
従業員の過半数代表が，賃率，賃金，労働時間そして他の雇用条件に関する団
体交渉目的にとって適正単位内の全従業員に対する排他的代表となると規定し
ている全国労働関係法の条項に従うように要請される限り，限界があるとみな
ければならないでしょう。
競争相手となる団体が，過半数代表を手に入れようとすることは疑いないこ
とですし，この争いにおいて団体あるいは個人は強制的な方法を使いたくなる
かも知れません。経営者側は，全従業員に対し，十分に根拠のある以下の2つ
の理由から互いの自由な選択権を奪う試みをしないことを強く訴えたいと思い
ます。まず第 1に，それが不公正で非民主的であり，全国労働関係法の目的を
無効にする傾向をもっているからです。そして第2に，強制によって手に入れ
た代表権は，真の代表ではありませんし，承認される合法的な要求のための基
礎となり得ない詐欺的行為だからであります。
わが社は，強制的な方法によって推進された従業員団体のどのような代表（過
半数派であれ少数派であれ）も承認しませんし，彼らと交渉するつもりもあり
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ません。そして我々は，全国労働関係委員会がこの立場を十分に支持してくれ
るものと確信しています。
全国労働関係委員会の 1つの機能は，従業員を代表していると主張する個人
もしくは組織の権限範囲と多様性に関して疑義がある場合に，それを処理する
ことにあります。そのような場合，同委員会は従業員の自由な選択を確認する
ために，無記名投票を実施・監視することができます。その時， もちろん強制
があればそれは明らかにされ，代表だと自称していた者と無記名投票によって
確認された代表との相違によってその強制の程度が測られるのです。強制を使
っている組織は，選挙によって有罪が立証され，従業員，経営者，そして一般
公衆の評価と信頼を失うことになることはいうまでもありません。
工場協議会の18年間に及ぶ経験を振り返ってみた時，最も大きな価値をもつ
資産は今後も発展し，それは将来団体交渉形態にどのような変化が生じようと
も失われるべきではないということに我々は全員同意していたのだと思いま
す。それには，従業員と経営者の間の相互信頼と尊敬，遠慮なく存分にできる
討議，公正さを尊ぶ双方の精神，従業員と株主の双方の取り組みによって進展
するわが社の福祉において両者が共通の利害をもつことの承認， といったこと
が含まれます。
私は，経営者側は討議すべきものとして出てきたすべての問題にこれまでと
同じ精神で対処しようとしていることを従業員の皆さんに確約させていただき
たいし，従業員の皆さんも同じようになされると信じています。双方がこの精
神をもってこそ，すべての問題を公正で納得のいくように解決することが可能
となるのです。
社長 S・G・マカリスター」
以上で列記された事実は，被告が労使協議会制度を創設し，支配し，そ
して財政的に支援していたことを明白に示しているし，我々もそのように
理解した。それは被告によって考案され，導入されたのである。どの工場
においても会費は集められておらず，その運営に伴う費用は被告によって
賄われていた。労使関係部長あるいは彼の任命者が協議会の議長を務める
という規定は，同制度の運営に関する被告の監視を確かなものとし，種々
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の工場における従業員との労働関係に対する支配が中央集権化され，労使
関係部長の指揮のもとにあることを保証している。被告は，同制度の考案
と存続に責任をもっていた。そして，経営者側の独断による B時で，同制
度は被告によって即座に終了できるものであった。
この訴訟手続き中の訴状は，被告が労使協議会制度を支配するか，ある
いは干渉することによって，全国労働関係法にいう不当労働行為を犯した
とは申し立てられないし，我々はそういった影響力をもつものとして確認
していない。しかしながら，同法が施行された1935年7月5日以降の約 2
年間に及ぶ被告による同制度の後援，支配，支持，統制は，その時までの
被告の行動が訴状のいう不当労働行為であることを明らかにしており，そ
の後の出来事を一層正確に評価されることのできる背景を提供している。
さらに，我々が以下で指摘するように，フォート・ウェイン事件での全国
労働関係委員会の裁定に関する被告の全従業員への手紙と同制度の解体を
知らせる手紙が， 6工場のそれぞれにおける「内部」組合の結成に剌激を
与えていたのである。
B 労使協議会制度廃棄前の経営首脳陣とフォアマンによる干渉，
抑圧，雖制
1936年の後半から1937年の初めにかけて，ここで扱っている各工場で，
当初より CIOとしてあるいは後にその傘下に入るローカルの労働組織が
その勢力を拡張した。労使関係部長ケルデーの特別協議委員会 (Special
Conference Committee)への報告によって証拠づけられているように，経
営者側はこういった動きを知っていた（この点は特別協議委員会の1936年度
年次報告書に掲載されている。詳しくは，伊藤健市「1934-36年度特別協議委員
会年次報告書」『関西大学商学論集』（第45巻第6号， 2001年2月）を参照のこと）。
地方工場の経営側代表は同じく，個々の工場での組織的な活動について知
っていた。これら全6工場で，被告はすべての外部労働組織，特にCIO傘
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下にある労働組織への反感を表明し，その言動を通して従業員にこのよう
な組織を支持することは経営者側の政策や要望と真っ向から対立している
ということを理解させようとした。
ロック・フォールズ工場では，労使協議会制度の解体に先立って， 1937
年 1月20日の工場協議会議事録は，被告のシカゴ本社工場管理者補佐
(Assistant Works Manager)のハリスン (Harrison)が参観者としてエ
場協議会の会合に出席していたことを示している。ハリスンは，ロック・
フォールズ工場，マコーミック工場，イースト・モリーン工場を含む被告
の「農機具部門」のもとに置かれた9工場に対する管轄権 (jurisdiction)
をもっていた。その会合の議事録は，職場の打ち合わせ会で行ったハリス
ンの公式発言の印刷された要約を含んでおり，その中で彼は「工場協議会
を通した従業員と経営者側の協力」を称賛していた。協議会委員ゴーマン
(Gorman)の証言によれば，職場の打ち合わせ会に続いてハリスンは従業
員代表に次のように話したという。
それは，彼がかつて労働問題の監督者をしていたシカゴの例で………，彼
は当時進行中であったストライキを粉砕したことを話し，さらに話を続け
て，ロック・フォールズ工場は彼にとって CIOの粉砕を始めるにはいい場
所である，と。
ハリスンはそういった内容の話をしたことを否定した。しかしながら，協
議会委員がその直後に同工場でCIO系組合員の取り消しを引き起こすべ
くあからさまで活発なキャンペーンを始めたという事実から見れば，そし
て証言者達の観察からも，事実審理官はハリスンの否認を信用しなかった。
事実審理官の結論をそれ以上支持するのは，協議会委員であったロング
(Long)が，経営者側から「どのような犠牲を払っても CIOの活動」を停
止させるよう指示されていたと語った，という数人の従業員の証言である。
我々は，ハリスンがゴーマンの証言のように話していたと理解している。
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この打ち合わせ会の翌日に，ロングは就業時間中に従業員代表を工場協議
会を開催する部屋に呼び出した。そこで彼らはCIOと闘う方法を論じてい
た。工場長のグリースン (Gleason)がその会合に招待され，彼のアドバイ
スが求められた。グリースンは，自分は何も関与しないけれども，労使協
議会制度の任命された秘書を務めていた雇用管理者補佐のイングランド
(England)を残し，従業員代表の事務担当者になることを許す，と話して
いた。協議会委員は次のような内容の請願を起草し，イングランドに口述
させた。
我々従業員は，工場協議会制度を通した現在の団体交渉制度に賛成であ
って，外部組織のいかなる干渉にも反対する。我々は，従業員は他のどの
ような団体交渉制度のもとでよりも，現下の工場協議会制度のもとでより
うまく代表されていると感じている。
その後，協議会委員が労使協議会制度のもとでその役割を遂行している間
に，工場中に請願を広め，それと同時に，当時働いていた500-600人の労
働者の中にいた約90人の従業員に CIO組合員であることを放棄させてい
た。従業員は，組合加入書に署名することがすでに「委任状 (power of 
attorney)」に署名していると警告されることによって，加入書を提出する
という考えを変えさせられたのである。協議会委員のロングは，小さな板
に張り付けられたCIO組合員証を携帯していた。その板に彼は次のように
記載していた。
………一種の脅し，労働者に彼らが委任状に署名したことを示している，
彼らがそれに署名した時，何人かの部外者が工場内に入って来て，組合員
証の一番上に記載されているように，賃金，労働時間，労働条件のための
交渉をするであろう CIOの組合員証。
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記録は， CIOを攻撃するこの方法が被告の労使関係部によって示唆されて
いたという我々の調査結果を確かなものとしている。協議会委員の反CIO
キャンペーンの間に，ロングは少なくとも 1人の従業員に対し，もし CIO
の組織化運動を阻止できなければ，ロック・フォールズ工場が別の場所に
移転されるかも知れない，と語っている。記録が示す限りで，協議会委員
は，ちょうど労使協議会制度のもとでの彼らの協議会活動に対し，そのす
べてを被告から支払われていたのと同じように，前述の運動にかかわった
労働時間に対しても被告によって支払われていた。すべての証拠に基づい
て，我々は，被告が1937年 1月にロック・フォールズ工場の協議会委員に
CIOとその傘下にあるローカルに対して攻撃的なキャンペーンを始める
よう指示し，そして前述の活動に従事した協議会委員が被告の支配する労
使協議会制度のもとで協議会委員として活動している間も，それらの指示
に従っていたと理解した。
1937年 4月に労使協議会制度が廃棄される前に， CIOはマコーミックエ
場の従業員の間ですでに組合員獲得運動を開始していた。管理職層は，従
業員にこの組織に被告が反対しているという態度をいくつかのルートを通
して示していた。フォアマンのトーマス・フラニガン(ThomasFlannigan) 
は，工場の彼の部門で一人ひとりの従業員に対し， CIOの加入申込用紙に
署名することは委任状にも署名したことになるという理由で，署名しない
ように警告していた。フラニガンは，また，少なくとも 1人の従業員に対
し，もし彼が加入申込用紙に署名したなら，ローカル組織が設置されるか
どうかにかかわりなく組合費を支払うよう強制されるであろう，と忠告し
た。 1937年 3月に，工場長コットレル (Cottrell)は，彼のオフィスに労使
協議会制度の協議会委員でCIOの組合員でもあったジェラルド・フィール
ド (GeraldFielde)を呼ぴ出し，ジョン ・L・ルイス (JohnL. Lewis) 
を「悪い人間」で，「急進論者」であって，「組合費の天引きシステムで赤
ん坊からミルクを取り上げる」罪で告発したパンフレットの内容を説明し
-。コットレルはさらに，「ジョン ・L・ルイスと CIOの問題」を説明し，
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各従業員はこのパンフレットのコピーを受け取るべきであると信じてい
る，とフィールドに話していた。
我々は，ウェスト・プルマン工場において， 1936年暮れにフォアマンの
マービィ (Mabey)が彼のオフィスに1936年8月から CIOの組合員であっ
た彼の部門の従業員ジョージ・ディルマン (GeorgeDillman)を呼び出し，
ディルマンの証言によれば次のように語っていることを知った。「私は
CIOについて多くは知らないが，知りたいと思っている。なぜなら，もし
私が何人かの鉱夫と話せば，ジョン・ L・ルイスが鉱夫から金品を奪い，
CIOは共産党員と急進論者の一群であり，そして CIOに属することはただ
お金を捨てることと同じだということが分かるからである。」1937年1月9
日に， レイ ・E・ミラー (RayE. Miller)がウェスト・プルマン工場の CIO
ローカルの委員長に選ばれた。その直後，統括フォアマン (GeneralFore-
man)のバーナード ・F・スモール (BernardF. Small)が仕事中に彼に
近づき，彼の選出について意見を述べ，さらにスモール自身の証言によれ
ば，「私には………ウェスト・プルマン工場において外部組織を必要とする
理由はない」と断言していた，とのことである。「外部組織」で彼が何を意
味したのかを尋ねられて，スモールはさらに次のように証言した。「工場協
議会で代表しているのと同じような誰か外部の代表者である」，と。スモー
ルは， 3月のCIOローカルの会合の後で，雇用事務室にジョン・ピージュ
コ (JohnPiejko)を呼ぴ出したことも認めた。スモールのこの時の証言は
次のように引用されている。
私は彼に CIOの会合に出席していたということを耳にしたと言って，彼
に仕事や給与について何か悪いところがあるかどうか，あるいはフォアマ
ン助手が正しく彼を扱っていたかどうか尋ね，そして彼はそうだと言いま
した。私は，「それなら，なぜ君は工場協議会があるのに外部組織を求める
のか」， と言いました。
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さらにスモールは，翌朝，従業員のガス・ミース (GusMees)にも同じよ
うに質問したことを認めた。スモールは，上記のようなピージョコとミー
スに尋ねたのと同じやり方で， CIOに加入していたことを掴んだ従業員に
同じような質問をしていたことを率直に認めた。したがって，これらの出
来事がスモールがCIO組合員を意気消沈させるキャンペーンをどの程度
続けていたのかは完全に明らかにしていないものの，これらの出来事が彼
の一般的な行為の経緯を説明していることは明白である。
ウェスト・プルマン工場のフォアマンであるイワン・コレット (Ivan
Collett)は， 1937年2月に，ポール・コワルジーク (PaulKowalzyk)に
対し，なぜ彼が前夜の CIOの会合に出席していたのかを尋ねた。コレット
は，その質問をしたことを認め，コワルジークがCIOを押しつけられたか
も知れないと思ったから彼に尋ねた， と説明した。コレットはさらに，従
業員がCIOの会合に出席したことが工場の労働条件への不満の徴候であ
るかも知れないと思ったとも述べていた。 1937年3月あるいは4月のある
日，ウェスト・プルマン工場の監査役 (Auditor)であったクラウサー
(Krauser)は， CIOローカルの書記でフォアマンのスモールの事務員であ
ったが解雁されたアルバート・スピラカス (AlbertSpirakas)に対し，「君
は解雇された理由を知っているのかい。組合活動だよ」と話した。スピラ
カスが立ち去ろうとした時，クラウサーは，もしスピラカスがCIOを辞め
るなら，解雁命令は無効になるであろう，とアドバイスした。スピラカス
は後にCIOを脱退して工場での職位を保った。スピラカスが組合を脱退し
たことに関する事実には多くの論議があるけれども，我々はクラウサーの
警告が原因となって引き起こされた， と理解している。この理解は，工場
長補佐のジュディ (Juby)がクラウサーとともに，スピラカスに対して彼
がスポット溶接工 (spotwelders) と接触しないなら，彼の仕事を継続で
きるとアドバイスしたという事実によっても支持されている。ジュディは，
スポット溶接工が悪い影響を与えていた，と説明した。記録は，スポット
溶接工がその当時CIOの主たるメンバーであったことを示している。
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ミルウォーキー工場のフォアマン達も，外部労働組織に反対することに
同じように熱心であった。我々は， 1937年2月あるいは3月に，フォアマ
ンのマレージュク (Marejke)が従業員のラルフ・マンデー(RalphMandy) 
に，自分が以前に機械工組合で活動したことがあり，自分は組合について
はすべてのことを知っており，そして組合員はすべて「強請屋 (rackets)」
であったと忠告していたことを確認している。同じように，フォアマンの
ウィリアム・クナーベ (WilliamKnaebe)は，ジョン.L・ルイスと CIO
について従業員のグラプ(Grueb)に二度話をしている。彼はグラプに対し，
CIOは「何の役にも立たないし」，ルイスが「なまけ者」の「共産党員」で
あったと話した。我々は同じく， 1937年 3月に， ミルウォーキー工場のフ
ォアマンであるハイツ (Heiz)が従業員のジョセフ・スミュール (Joseph
Smul)に対し，ハイツの親戚の者がアメリカ労働総同盟(AmericanFeder-
ation of Labor, AFL)のオルグで，そして彼はその親戚の者から組合は
「不正をしている」と告げられたことを話している。ハイツは，スミュー
ルに対し，組合は信頼できないとアドバイスしていた。
1937年 3月に， CIOローカルはイリノイ州ロック・アイランドにある被
告のファーモール工場において活動を開始した。フォアマンのハマー
(Hammer)が監督していた部門は日曜日も操業していた。 3月のある日
曜日，従業員のモリル (Morrill)の証言によれば，ハマーは彼にハーヴェ
スターはいい働き場所であり，そこでは外部組合の必要はなく，「労働者諸
君はもしそのようなものをもたない方が幸せだし」，彼らに時間を失わせる
ことになる「ストライキやそういった類のものは何もない」と語っていた。
ハマーはそういったことを話したことを否定し，フォアマンとして「それ
は我々の指示に反している」と付け足した。しかしながら，反対訊問で，
ハマーは1937年 4月21日に労使協議会制度が解体されるまで，干渉しない
という指示を受け取っていなかったことを認めた。事実審理官はモリルの
証言を真実であると認め，ハマーの否定を覆した。我々は，事実審理官に
同意し，そのように理解した。
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我々はまた，組合員申込書に署名することによって，委任状に署名した
ことになると話すことで，ハマーがCIOに加入するのを従業員に留意させ
ようと試みたことも確認している。これはロック・フォールズ工場とマコ
ーミック工場においても使われたやり方で，我々が確認したこの方法は，
被告の労使関係部によってそそのかされていた。
「フォアマン助手から社長までの全員を含む広範な人々を経営者と見な
す」被告の立場からは，既述の中で確認された発言とフォアマン助手，フ
ォアマン，そして他の経営首脳陣によってなされた行為が，被告に帰因す
ることは明確である。協議会委員の上記と関連した発言も同じく被告に帰
因する。なぜなら，彼らは当時労使協議会制度のもとで協議会委員として
の資格で行動しており，そして経営者側の指示に従っていたからである。
我々は，これらの発言と既述の行動から，被告は全国労働関係法の第7条
で従業員に保障された権利の行使に干渉し，抑制し，そして強制していた
と理解した。
C 6工場における独立組合の結成とその後の出来事
1 協議会委員と経営者側との関係
1937年4月21日の労使協議会制度解体に先立って， 6工場すべてにおい
て協議会委員は次のような活動を始めていた。 (1)外部労働組織の組合員
を妨害する活動と， (2)工場協議会の後継となる内部組織の結成に向けた
活動である。いくつかの工場では，協議会委員はこれらの活動のどちらか
一方に集中していたが，多くの場合この両方の活動にかかわっていた。彼
らがとった行動は，それぞれの工場の情勢に左右されていた。
被告従業員の組織化に伴う出来事において，協議会委員が果たしていた
役割という観点からは，一般に，経営者側との関係における彼らの立場と
機能を検討することが必要である。我々は，被告が労使協議会制度を支配
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し，その結果として協議会委員の活動を統制していたことをこれまでに確
認した。我々はまた，協議会委員が外部組合に反対することでは被告のフ
ォアマンと他の管理職層を模倣し，そして特別協議委員会の1937年2月の
年次報告書で表明されていた被告の見解を反映していたことも確認した。
1935年1月から1937年3月までの各工場の協議会議事録を再検討してみれ
ば，工場協議会の会合が主に安全と能率 (safetyand efficiency) という
2つの問題に充てられていたことが明らかになる。協議会委員は，それぞ
れの部門で従業員の安全性に関する話し合いを行っていた。そこでは，「ゴ
ーグル」と金属靴の使用を従業員に助言し，工場内の安全点検視察も行っ
ていた。協議会委員は，浪費を削減する手段を開発するだけではなく，従
業員全体に影響力を行使することを通じて経営者側が切望する結果を得る
ことで，経営者側と協力し合っていた。協議会委員は，経営者側との定例
の会議を頻繁に開催していた。彼らの多くは，それぞれの工場協議会です
でに数年間その役に就いていた。協議会委員と経営者側との関係は， ミル
ウォーキー工場の工場協議会の会合において行われ， 1935年 1月15Bの議
事録に引用されている以下の労使関係部長補佐ホッヂによる発言に示され
ている。
私は，協議会活動の95%がまさに仕事中になされていたと信じている。そ
のようなやり方の本当の価値は，問題が大きくなる前に，個々人に影響を
与えるであろう相違を調整し，解決しておくことにある。ミルウォーキー
工場では，協議会委員とフォアマンは常に申し分なく協力し合っていた。
この協力関係について，ホッヂは次のようにも証言している。「………工場
協議会を通して，従業員は経営者側に自分達の考えを伝える方法をもって
いた。同じように経営者側も様々な労働条件に関する自分達の見解を従業
員に伝える方法をもっていた………。」労使協議会制度の廃棄に続いて，経
営者側は安全と能率に関するプログラムを継続する独自の委員会を任命し
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た。この点に関して，ホッヂは次のように証言している。「………我々は，
安全活動 (safetywork)は行われねばならず，品質活動 (quaritywork) 
も行われねばならず，会社がそれを組織する—私は指名された経営者側
の委員会がそういった活動を行うということを言っている。」
労使協議会制度が運営される限り，協議会委員が二重の役割を果たして
いたことは明らかであるし，経営者側と協議会委員との関係が特に近いも
のであったことも明確である。就業時間中に協議会活動に使われた時間に
対し，彼らはその給与の正規の率で被告から支払われていた。多くの点で，
協議会委員は従業員に対する経営者側の密使(emissaries)であった。彼ら
は他の従業員と関係する際に，フォアマンと協議会委員によって交互に運
営されていた安全・能率キャンペーンによって例証されるように，実際上
経営者側の代理をしばしば務め，そのものとして行動していた。ミルウォ
ーキー工場の人事管理者(personnelmanager)は， 1936年に彼のオフィス
に協議会委員の 1人を呼び出し，彼に協議会委員として工場で当時続けら
れていたある組織の組合員勧誘を止めさせ，「労働者にこの情報を広く伝え
るように」に要請している。
従業員に関する問題で経営者側を代表することに加えて，協議会委員は
パプリック・リレーションズの問題でも経営者側の代表としての役割を演
じていた。それで， 1934年あるいは1935年に，マコーミック工場の協議会
委員であったヘンリー・セムバック (HenrySembach)とオリバー(Oliver)
は，被告の労使関係部長補佐であるホッヂによってワシントンに連れて行
かれ，後に全国労働関係法として制定される法案の公聴会を開催していた
上院委員会 (SenateCommittee)で証言させられている。オリバーは同委
員会に対し，被告の工場協議会を擁護する声明を読み上げた。彼らの旅費
は被告が支払っていた。
協議会委員自身が従業員との関係で経営者側の代理を務めていたこと
は，ロック・フォールズ工場の協議会委員であったウィリアム ・H・デス
モンド (WilliamH.Desmond)の証言と，そういったことは一般的に従業
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員によって理解されていたと述べたウェスト・プルマン工場の協議会委員
シュルツ (Schulte)の証言によって立証されている。デスモンドは，彼が
協議会委員であったことからロック・フォールズ従業員組合で積極的に活
動できなかったことを次のように説明している。「私は，彼ら（従業員）が
会社のために働いていたと思っていた協議会委員であったとすれば話が合
います，分かりますか。」
要するに，協議会委員は被告によって支配され，統制されていた労使協
議会制度のお陰でその立場に就くことができ， しばしばフォアマンが実行
するべき義務を負っていた安全と能率の問題に関して仲間の従業員を教育
する際に経営者側の代理を務め，特別協議委員会の1937年度年次報告書に
も反映されているように，そして明らかに管理職層の反労働組合的な活動
によっても明らかにされるように，被告の政策に準じた行動をとっており，
彼ら自身もそしてまた仲間の従業員も信じているように，彼らは経営者側
の見解を代表していたのである。これらすべての理由から，我々は労使協
議会制度における従業員代表であった協議会委員が，その活動すべてにお
いて被告のために行動し，被告に代わって行動していたと結論づけ，ここ
に被告が協議会委員としての彼らの活動に関して責任があると理解するに
至った。
2 独立組合を組織する際に被告の管理職層と協議会委員が行った活動
6工場のそれぞれにおいて，ここで会社支配だとして問題にしている労
働組織は，多くの協議会委員の活動を通して直接工場協議会から生れてい
た。それぞれの独立組合の結成は共通した方式をたどっていたけれども，
包括的なパターンはこれら各6組織の結成に関する事実を記載することで
最も良く示される。
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マコーミック従業員共済組合
1937年4月16日にシカゴ本社で開催された経営会議に関するホッヂの証
言において，彼は，「4月21日以前に情報が漏れるのを防ぐ」ために，労使
協議会制度の廃止を発表する手順が綿密に構想されていた，と述べている。
彼は，マカリスター社長の手紙を郵送する封筒には宛名が書かれ，各工場
でそれぞれ用意されていたが，「何がその封筒の中に入れられるかは誰も知
らなかった」ことを明らかにしている。ここで述べられている内容の重要
性は，公式の発表が広く従業員になされる 2B前の 4月19日に，マコーミ
ック工場協議会の選出された従業員代表がその委員長 (chairman)から同
制度が解体されるのを知らされ，そして彼らはすぐにマコーミック従業員
共済組合を組織し始めたという事実を検討する際に明白になった。 4月17
日に， 8-9年間協議会委員を務めていたオットー・サトラー (OttoSatt-
!er)は，独立組織への加入申込用紙の印刷を発注していた。サトラーは，
4月19日以前に，他の従業員に対し「ワグナー法はすでにそれ［労使協議
会制度］を否定していた」と話している。 4月19日には， 1921年からの協
議会委員で，何年もの間選出された従業員代表の委員長を務めていたセム
バックが，就業時間中に協議会委員の会議を招集していた。その会合は，
被告の所有物である協議会用の部屋で開催されていた。セムバックは，他
の従業員代表の要請で招集し，会議が開催された時にはかえって彼がその
目的について尋ねた， と証言した。彼は，他の従業員代表が工場協議会の
解体に関してどういった情報を提供できるのかを知りたがり，彼は何の情
報ももっていなかったと話した， と断言した。事実審理官は，この証言の
不誠実さからそれは信じるに値しないと結論づけ，我々もそのように理解
する。この点は，全国労働関係委員会の証人であったジェラルド・フィー
ルドだけでなく，被告のために証言していたもう 1人の従業員代表であっ
たコワルコウスキー (Kowalkowski)によっても反論されている。コワル
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コウスキーは，セムバックがその会議で「2日以内に我々は工場協議会が
なくなるという通知を受け取るであろう」と述べたことを引き合いに出し
ている。セムバヅクは， 4月16日にコットレル工場長と話をした点は認め
たが，コットレルが経営者側の計画を知らせていたことは否定した。もし
ホッヂの証言が認められるなら，秘密を守るために用心にも用心したとい
う点に関して，事実審理官が信じたようにセムバックがコットレルあるい
は別の経営側代表といった情報源から彼の正確な予測のための拠り所を得
ようとしたと信じるのは合理的であり，そして我々もそのように理解した。
サトラーがより先に情報を受け取っていた点も同じように明らかである。
我々は，何年もの間協議会委員を務めていたセムバックかサトラーのどち
らかが，何の情報もなく，かつ経営者側の承認を得ることもなく，競争相
手となる独立組織の結成に突然取り掛かると信じることは非合理的である
とする事実審理官に同意する。セムバックとサトラーの両者は，それまで
の長い期間にわたって「安全インストラクター (safetyinstructors)」とし
て半管理者的な権限を託され， しばしば事故防止に関するアドバイスを行
うための従業員集会を招集していた。全国労働関係法が制定される前に，
セムバックが上院委員会に出頭するワシントンまでの旅費は被告によって
支払われていた。彼の証言によれば，「彼らは，もし我々にできるなら，エ
場協議会を守る目的で我々をそこに赴かせた」のであった。
4月19日朝のセムパックの従業員代表への発表に続いて，後継組織に関
する論議がなされた。すでにCIOローカルのメンバーであったジェラル
ド・フィールドは，その時には組合の細胞が工場内に存在していた点を示
唆した。セムバックはそこで，従業員代表がもし労働組合について話し合
うなら，会社の構内から出て行かなければならないと強く主張した。彼自
身の証言によれば，「私は，『会社の所有物の中でそういったことを行うの
は許されないだろう。もし君が組合を組織したいなら，就業時間内ではな
く君自身の時間にそれをしなければならない』， と語った」ということであ
る。セムバックは，決して従業員代表に会社の構内から立ち退くよう命令
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したことはなかったと主張したが，組合が会社の構内で結成されるのは「違
法」であり，彼の意見は「そのことはワグナー法に甚づいていた」と説明
した。従業員が組織化する権利を保障することを意図した全国労働関係法
を犯すという立場に彼の使用者を置くのではとのセムバックの心配が，特
に4月16日に彼が工場長に以下のような「非常に特別な教示を授けた」と
いうホッヂの証言に関連したセムバックの行動を我々が検討した時に，彼
がそれに先だって経営者側から注意を受けていたとの結論に到達させたの
である。
我々は，従業員が労働組織に加入していたがゆえに，彼に対して何らか
の差別がなされたと誰も言えないし，証明できないことに特に注意しなけ
ればならない。そして，会社の勧誘政策が労働組織に対する組合員の勧誘. . . . . . . . . . . 
あるいは就業時間中の工場内での組合費の徴収を意味していないという特
別な教示を与える点にも特に注意しなければならない（傍点は我々による
強調）。
セムバックの教示に従って，協議会委員は工場を離れ，近くの居酒屋で議
論を再開した。彼らはフォアマンから欠勤許可を得ていなかっただけでな
く，門のところにいる警備員から何も質問されなかった。大まかに見て 2
対 1の投票で， 17名の従業員代表は独立組織の結成を決め，臨時の役員が
選出されるか任命された。記録は従業員代表が工場に戻った正確な時間に
ついては明らかにしていないが，セムバックは堰用管理者 (Employment
Manager)のマクロード (MacLeod)に午前11時40分まで欠勤していたと
報告し，賃金台帳上の記録も午前9時30分から11時40分までの給与を支払
っていなかったことを示している。セムバックは雇用管理者に自分達の欠
勤理由を話したと証言しているけれども，証拠は彼らのいずれもその行動
を叱責あるいは訓戒されていなかったことを示している。 4月20日朝，「マ
コーミック工場ローカル組合」への組合加入申込用紙が工場に出現した。
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協議会委員の11人がその後2週間にわたって毎晩集会を開き，組合員を勧
誘し，組織を結成した。 4月21日朝，コットレル工場長は協議会委員を呼
ぴ集め，コワルコウスキーの証言によれば，次のように話した。
諸君達と握手したい……なぜなら，我々がここで会合をもつのも最後だ
からだ……。今や，諸君達次第である……。今や，諸君達は望むことなら
何でもできる……。自分達に適したものを組織できるし，また組織しなく
ても良い……。諸君達がどこに向かおうとも，会社は責任はない。
その後，協議会委員はそれぞれの部門で従業員を集め，労使協議会制度
の廃止を発表した。全国労働関係委員会の証人であったケリー(Kelly)は，
サトラーが自分の部門で従業員にこのことを知らせた時，さらに彼は，「組
織化しようとしている別の協議会の組織細胞がある」と話していた。ケリ
ーによれば，サトラーは，組合申込用紙がすでに印刷されており，ビル・
ルシン (BillRussin) ともう 1人の従業員が自分の部門の代表を務めるで
あろうとも話していた。ルシンは「代表」に指名されたことを否定したが，
彼はこの時サトラーが話したすべてを思い出せなかった点は認めた。サト
ラーは労使協議会制度について報告したのを認めたが，ケリーによって彼
に帰された他の発言は否定した。周囲の状況，特にこの集会の前にサトラ
ーがすでに別の組織の結成に従事していたという確定した事実から見て，
事実審理官はケリーの証言を信じ，そしてサトラーがマコーミック従業員
共済組合の組織化に手を貸すために彼の協議会委員としての地位を利用し
ていたのを確認している。我々は，事実審理官に同意し，そのように理解
した。
第28部門を代表する協議会委員であったコワルコウスキーは，フォアマ
ンであるバーグハード (Burghardt)の許可を得て，その部門で同じような
従業員の集会を開催した。そこに出席していたクラレンス・ストッカー
(Clarence Stoecker)は，コワルコウスキーが被告は労使協議会制度を廃
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止し，協議会委員は新組織が結成されるのを期待していると説明したと証
言し，我々もこの点を確認した。ほぼ同時に，フォアマン助手のフィル・
スクレントニー (PhilSkrentny)はマコーミック従業員共済組合の組織化
に積極的に取り組んでいた従業員であるジョー・ウェイヤー (JoeWayer) 
に，第73部門の夜勤組に話す許可を与えた。日勤として雇われていたウェ
イヤーは，夜勤従業員のジョセフ・ノヴァッキー (JosephN ovacki)に，
自分は従業員を組織するためにこの工場にいると話した。ウェイヤーは，
従業員に他の工場における CIOの組織活動について話をし，どの程度の組
合費が必要なのかを示した上で，「我々もある組織を結成するつもりであ
る。我々は誰一人として部外者を必要としていない。彼らはただ諸君達に
25セントの犠牲を強いるだけである」と話した。フォアマン助手のスクレ
ントニーは，ウェイヤーが話す10フィート以内にいた。数力月後，スクレ
ントニーはウェイヤーが話す許可を与えたことを統括フォアマンのクリュ
ーガー(Krueger)から叱責されたが，被告は，ウェイヤーが労働組織に関
して被告の見解を代表していなかったことをいかなる時も従業員に知らせ
てなかったのである。スクレントニーの許可とウェイヤーが話した折りに
同席していた点から，被告がウェイヤーの行動を承認し，従業員は被告が
マコーミック従業員共済組合の結成を承認し，奨励していたと合理的に推
量した，と我々は理解している。
被告が労使協議会制度を廃止し，協議会委員が新しい組織を組織すると
いう上述の告知があった 4月21日の数日後に，従業員の大衆集会が近くの
ホールで開催された。前協議会委員のフォーニアー (Fornear)とヘルムホ
ルト (Helmholt)が討議を主導し，組織はマコーミック従業員共済組合と
正式に命名された。被告が外部労働組織への反対を表明し，協議会委員が
労使協議会制度の廃棄前で， しかも協議会委員という役職に就いていた間
にマコーミック従業員共済組合の結成に取り組んでいたという事実から，
我々はこの大衆集会を主導した協議会委員が被告に追従した役割を継続し
て行っていたと結論づける。新しい組織を結成する際の協議会委員の行動
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を被告が承認したことは，内部組織の結成を支持する工場内での会合を開
催するのをウェイヤーに許していたフォアマン助手であるスクレントニー
の行動によってより一層立証されている。
ウェスト・プルマン独立組合
マコーミック工場と同様．ウェスト・プルマン独立組合の結成に向けた
最初のステップも被告の工場協議会解体直前に始まり．工場協議会の選出
された従業員代表の委員長によって主導され，指揮されていた。被告が労
使協議会制度の廃止を従業員に告げる 7日前の4月14日に，選出された従
業員代表の委員長であるジェームス・ティアーリンク (JamesTeerlink) 
が．彼自身の証言によると．「私がやろうと思っていることの概略を示すの
が最善策であると考えた」ことから協議会委員と他の数名の従業員で開催
されていた会議に出席していた。協議会委員と他の人達は，ある組織を結
成するという彼の提案を承認し．ティアーリンクは次の土曜日の4月17日
に大衆集会を手配する係りを引き受けた。ティアーリンクは4月14日の集
会を次のように記述している。
……見出しがワグナー法について触れていた1937年4月12日の新聞を読
んだ後で，工場内に相当の動揺があり，工場協議会が効力をもつのか，あ
るいはそれは効力をもたないのかが尋ねられた。そして，従業員が組織を
結成することについて話しており，それで我々はあちらこちらでグループ
を集め，彼らが念頭に置いているのは何かを尋ねた。
しかしながら，ティアーリンクの証言は，工場協議会が「効力をもってい
た」かどうか確認するために，なぜ彼が選ばれた数人による会合を工場か
らわずか1.5マイルしか離れていないホールで招集しなければならなかっ
たのかを合理的には説明していない。「従業員がすでに組織を結成すること
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について話していた」というティアーリンクの証言は，もう 1人の同じく
被告によって呼ばれた証人とまったく対立している。正式に組織された日
からウェスト・プルマン独立組合の委員長を務めていたアーサー・シュル
ト (ArthurSchulte)は， 4月17日以前に労働組合を結成する試みについ
て何も聞いていなかった，と証言した。マコーミック工場でのセムバック
の場合と同様，その協議会委員としての長い経験と選出された代表者の委
員長としての役割という点から見て経営者側に近かったティアーリンク
は，もし経営首脳陣の扇動がなかったとしても，労使協議会制度を廃棄す
る決定が公表されていない時であったとしても，十分な情報と承認なしに
別の労働組織の設立に際して指導力を発揮したとは考えられない。この点
は特に，被告がフォート・ウェイン事件で全国労働関係委員会の裁定を上
訴する意図を各従業員に宣言するために出した1936年11月16日付けのマカ
リスター社長の手紙から見ても真実である。一連の出来事，協議会委員テ
ィアーリンクの指導力，協議会委員が労使協議会制度のもとで依然として
公認の権力をもっていたという事実，数週間後にティアーリンクがフォア
マン助手に昇進したという事実から， 4月14Bに彼は被告の意図を知らさ
れており，その後の調査結果によって被告が切望し，推進したがっていた
ことが明らかとなった「内部」組織を率先して始めた，と事実審理官は結
論づけ，我々もそのように理解する。
ティアーリンクの証言によれば，彼と協議会委員のファーレンバック
(Fahrenbach)は，ホールの使用料とウェスト・プルマン独立組合の結成
に付随する費用を分割して負担していた。ティアーリンクは4月17日の大
衆集会で議長を務め，ワグナー法の一部を読み，就業時間中に組織化でき
ないと従業員に警告していた。多くのCIO組合員も出席していた。ティア
ーリンクは，「私は，別の組織が配布していた様々な組合加入申込用紙によ
って引き起こされたホールの動揺に気づきました……，私は聴衆に次のよ
うに切り出しました……。私は，ウェスト・プルマン工場には十分な知性
があることから，自身の組織を結成するのが最も従業員の役に立つと信じ
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ている」と語ったと証言している。組合員を募集するキャンペーンは4月
17日に始まった。組織化推進の小グループが4月19日に再び会合し，この
委員会が内規と規約を作成し始めた。組織化がうまく進んだ後で，ティア
ーリンク，ファーレンバック，それと 1人を除く他の協議会委員は，ウェ
スト・プルマン独立組合の指導者としての積極的な関与から身を引いた。
ティアーリンクは1937年 7月よりフォアマン助手として管理的な業務を
引き受け，ファーレンバックは管理責任を伴う安全検査官 (safetyinspec-
tor)としてインディアナ州インディアナポリスの被告の工場に配置転換さ
れた。協議会委員のアンダースン (Anderson)は，新しい組織の顧問団
(advisory board)に選出されている。印刷されたウェスト・プルマン独
立組合の内規と規約は，そのカバーに次の言葉が書かれている。「1937年4
月20日創設」，と。次の日，労使協議会制度が廃止されたことを知らせるマ
カリスター社長の手紙が全従業員に郵送された。
ウェスト・プルマン工場では，管理職層はウェスト・プルマン独立組合
結成前後に， CIOに対し特に積極的に反対していた。若千の管理職層は
CIO組合員を妨害することは控えていたが，建設関係で働いている連中の
組長 (crewleader)であった「幸せ者」のバギオ (Baggio,資料によって
はDiBaggioと記載されている場合もある一伊藤）は，ウェスト・プルマン
独立組合に代わって組合員を勧誘することに特に積極的であった。彼自身
が認めているように，彼はジョセフ・バルシス (JosephBalsis), ュージ一
ン・ポルトリマ(EugeneV oltolima), ウォルター・エカート (WalterEkert) 
を含む数人の従業員を道具部屋に連れて行き，ウェスト・プルマン独立組
合の組合員になるよう要請した。バルシスは，バギオが「ジョー，それを
お願いできないか」と言ったと証言した。バルシスが「それ」とは何を指
しているのかと尋ねた時，バギオは，バルシスによれば「独立組合だ」と
語った，ということである。バルシスは，「いやだね，そうしないことが『幸
せだ』」と回答した。その時，バギオは署名させるつもりだと警告し，「再
ぴ手で私の首をひっつかんだ。（指し示しながら）彼はこのように私を押
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し」，そして彼を叩き，「（自分の口を指し示しながら）私はここから出血し
た。」バギオは，バルシス，ポルトリマ，そして他の人たちを道具部屋に連
れて行き，ウェスト・プルマン独立組合の組合員になるよう要請したこと
は認めたけれども，バルシスを殴ったことは否定した。しかしながら，ウ
ェスト・プルマン独立組合に自分の組の従業員を獲得する活動にバギオが
固執していた点は記録からも明確であるし，バルシスの証言は直接的で印
象的であった。我々は，バギオが申し立て，バルシスによって彼に帰され
た行為をバギオが犯していたと理解している＊＊。
ミルウォーキー従業員産業別組合
ミルウォーキー工場の協議会委員は，労使協議会制度の廃止の数週間前
に当たる1937年3月に独立組合の組織化を始めていた。 4月21日までに，
ミルウォーキー従業員産業別組合は公然と機能し始めていた。組織キャン
ペーンはその当時12人いた協議会委員の中の10人によって行われ，ァーバ
ン (Urban)とラポート (LaPorte)が彼らを主導していた。この二人は，
それぞれ選出された従業員代表の委員長と事務担当者であった。組織化を
担当した一人のヒンツ (Hintz)は， 1923年から工場協議会の役に就いてて
おり，そして経営者側から任命されたメンバーも 1年間務めていた。
記録は， 1936年の晩夏に，被告のシカゴのトラクター工場従業員に起源
＊＊）上記のバギオはこれまで登場したフォアマンとは少し性格を異にしている。こ
の点に関しては，注44で次のように説明されている。
「バギオは，ウェスト・プルマン工場においてフォアマン助手の肩書きはもってい
なかったけれど，彼は明らかに組長(gangleader)であり， しばしば6人の従業員
からなる組を指揮していた。バギオの上司であったフォアマンのウィドグレン
(Widgren)は，バギオがその組の連中で唯一英語を話せることから，「彼（パギオ）
が仕事の段取りをしていた』と証言している。我々は，バギオが事実上管理職であ
り，被告はウェスト・プルマン独立組合の代理としての彼の行動に責任があること
を確認した。」
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をもつ ABC組合として知られている組織の指導者が協議会委員のラポー
トとアーバンに接近したことを示している。この組織の最初の目的は，被
告が支配する労使協議会制度のもとでより効率的に労働者の代表を務める
であろう協議会委員の選挙を促進することにあった。ラポートは，このグ
ループに数週間にわたる支援を与えた。 1936年秋，人事管理者のブルクス
(Brooks)は，ラポートを彼のオフィスに呼び出し，プルクス自身の証言
によれば，協議会委員に就業時間内に ABC組合の組合員勧誘を認めない
ようにと警告した。ラポートはその後ABC組合で活動しなくなった。ABC
組合の指導者であったミラーは，彼がラポートになぜ支援を撤回したのか
尋ねた時，ラポートは「会社 (office)」が組織との関係を疑っているし，
さらに妻と家族があるので自分自身を危険にさらすことができなかったと
語った， と証言している。事実審理官は，この点に関するミラーの証言を
ラポートが否認したことを信用していない。我々は，ラポートがミラーに
よって彼に帰されたように発言したことを確認した。我々は，事実審理官
が確認しているように，プルクスの警告が就業時間内に労使協議議会制度
以外の組織での活動を抑制しただけでなく，協議会委員の工場の内からあ
るいは外からの関与を抑制することも意図して効率的になされていた点も
確認した。
1937年3月，ラポートが人事管理者プルクスの警告に従って ABC組合
に代わって行ってきた彼の積極的な活動を放棄した後，ラボートはミルウ
ォーキー従業員産業別組合を組織化する際の協議会委員の指導者を引き受
けた。彼らの新しい「内部」組織のための取り組みを被告が積極的に奨励
したことは，プルクスの ABC組合の阻止と著しく相違している。多数の証
人がミルウォーキー従業員産業別組合に代わって就労時間内に行った組合
員の活動を証言しているが，経営者側はこの間のラポートあるいは他の協
議会委員を叱責も警告もしていない。事実， 19人中10人の協議会委員は，
労使協議会制度のもとで依然として協議会委員としての役割を演じていた
間も， ミルウォーキー従業員産業別組合のための積極的な組織キャンペー
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ンにラポートとともに参加していた。それで， 1937年3月には，協議会委
員のヒンツは従業員のリペック (Lippek)に，「間もなく，我々は自分達自
身の組合をここでもつであろう。我々は外部組合を望んでいない」，と語っ
ていた。リペックはヒンツに，それはどういった種類の組合かを尋ね，被
告がそれに関してどういった態度をとるのかを尋ねた。ヒンツは，被告が
それを承認し，「支持する」であろうと答えた。ヒンツは，また， リペック
に新しい組織に加入するよう熱心に勧めた。フィロ・ギャリスン (Filo
Garrison)は，協議会委員のウェツェル (Wetzel)から，労使協議会制度
が廃棄される直前に， もし同制度が断念されねばならなかったとすれば，
「それは我々の操業を阻止することになるであろう……。我々は，今まで
通りに古い協議会を維持できる」と告げられていた。我々は， ヒンツとウ
エツェルの否認を信用していない。工場協議会の従業員代表の委員長であ
った時に， ミルウォーキー従業員産業別組合の組合員を勧誘していた協議
会委員のアーバンは，従業員のラルフ・マンデー(RalphMandy)に，「我々
は以前の工場協議会制度に基づいて組合を結成できるかどうかを判断する
のに断固とした処置をとる」と話していた。アーバンは就業時間中に新し
い組織の組合員を勧誘し，マンデーには「工場協議会の業務だ」と語って
いた。
ミルウォーキー従業員産業別組合組織化の初期段階であった 3月，協議
会委員は顧問弁護士のアンスフィールド (Ansfield)の支援のもとで規程を
立案した。 3月以前に，アンスフィールドは被告の人事管理者補佐で，エ
場協議会の経営側代表であったジョン・ポウメースター (JohnBouwmees-
ter)から，個人的にもハーヴェスター・クレジット・ユニオンのためにも
残留するよう引き止められていた。 3月初め，アンスフィールドの証言に
よれば，彼はボウメースターから，「あなたは自分の出番を待っべきで，労
働組合と組織に興味をもつべきである」と告げられていた。一度も労働組
織を代表したことがないアンスフィールドが，どのようにそれに取り組む
べきであるか尋ねた時， ボウメースターは「あなたは非常に多くの協議会
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委員を知っているし，弁護士だし，あなたは何をするべきか知っているは
ずです」，と答えていた。アンスフィールドは，ポウメースターがさらに「ご
承知のように，法律のもとで我々はハーヴェスター労使協議会制度を運営
できないことになりました」と語った， と証言した。数日後，ラポートは
被告の雇用事務室からこの顧問弁護士に電話をかけ，同日の晩にアンスフ
ィールドは協議会委員の自宅を訪れ，そこで彼の「法律上の提案」に向け
た手配がなされた。ボウメースターは証人として召喚されなかった。事実
審理官はアンスフィールドの証言を十分信頼できるものと認め，被告の代
理人であったボウメースターは，アンスフィールドの援助を要請すること
によって労働組織を支持したと結論づけた。我々は，事実審理官に同意し，
そのように理解する。我々はさらに，ポウメースターの行動は，明らかに
被告の協議会委員のその後の取り組みに認可を与えたことも確認した。
1937年3月中旬以降， ミラーに導かれた ABC組合グループとミルウォ
ーキー従業員産業別組合の結成を支持している協議会委員が，彼らの相違
を調整できるかどうか，そして 1つの組織を結成できるかどうかを決める
ために会合した。ラポートと他の協議会委員は，その当時においてまだ機
能していた工場協議会制度に合わせた規程を ABC組合のリーダーにも賛
成してもらおうと努力した。アンスフィールドは協議会委員の法律アドバ
イザーとしてこの会議に出席した。ミラーと ABC組合グループは，提案さ
れた規程を拒否し，その後間もなく ABC組合は CIO傘下に入った。
4月10日に，ラポートと他の協議会委員はミルウォーキー工場の従業員
が出席した大衆集会をアーモリー・ホール (ArmoryHall)で開催した。
協議会委員のヘニング(Henning)が議長を務めていた。ミルウォーキー従
業員産業別組合を擁護する協議会委員を代表するラポートやABC組合の
ミラーと CIOの指導者を含む多くの人々が話をした。前もって協議会委員
によって準備されていたミルウォーキー従業員産業別組合の加入申込用紙
がこの集会で配られた。ヘニング，ラポート，ウェツェル，ウェーバー一
一彼らはすべて協議会委員であった一ー・が，臨時の役員として選出された。
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労使協議会制度廃止を公式に告知する 4日前に当たる 4月17日に， ミルウ
ォーキー従業員産業別組合はその最初の「年次」総会を開催した。ヘニン
グが委員長，ラポートが副委員長，ウェーバーが会計書記にそれぞれ選ば
れた。彼ら 3名はすべて 4月17日にはまだ協議会委員を務めていた。
ラポートはABC組合での活動を警告されたが，その後被告からの干渉
なしにミルウォーキー従業員産業別組合での指導的立場に立ったこと，被
告がミルウォーキー工場における外部組織に対する反対を表明していたこ
と，そしてアーパン，ラポート，ウェツェルと他のリーダーが被告が支配
していた労使協議会制度のもとで協議会委員としての立場を維持し， ミル
ウォーキー従業員産業別組合を結成している間も協議会委員の役職を務め
ていたこと，上記のことから我々は彼らが経営者側に代わって行動してい
たと結論づけ，そのように理解する。
同制度が廃棄された 4月218以前もそれ以降も，被告は就業時間中にエ
場で勧誘を認めることによってミルウォーキー従業員産業別組合を奨励し
ていた。例えば，フォアマンのウィリアム・クナーベ (WilliamKnaebe) 
は，従業員のマイケル・グリューラック (MichaelGyurak)に，就業時間
中に彼の部門でミルウォーキー従業員産業別組合の加入申込カードを配る
許可を与えていたのである。
イースト・モリーン従業員組合
記録は，イースト・モリーン工場の協議会委員が最初にイースト・モリ
ーン従業員組合を組織化し始めた日を正確に明らかにしていない。しかし，
事実審理官が特に信用できるとした数名の証人の証言と彼らによって明ら
かにされた出来事から，協議会委員が4月21日以前にその後訪れる労使協
議会制度の廃止について知らされ，その直後に後継組織の結成を始めたこ
とは明白であり，我々はそのように理解している。シカゴ本社のホッヂは，
3月の工場協議会の会合に出席していた。従業員ジョセフ・ガードナー
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(Joseph Gardner)は，選出された従業員代表の代理として出席していた。
ガードナーは，ホッヂがこの会合において，「選出グループの我々が，もし
必要としていない外部組織が工場にかかわるのを許したとすれば，ばかげ
たことである」と語ったと証言した。ホッヂはその発言を否定した。当時，
労使関係部の CIO組織化への敵対が記録されていたという事実から判断
すれば，事実審理官はホッヂの否認を信頼せず，我々もそれに同意する。
したがって我々は，ロック・フォールズ工場と同様，このイースト・モリ
ーン工場においても被告が従業員のために切望した労働組織に関して公然
と協議会委員にとるべき行動のコースを提案していた点を確認したのであ
る。
自分が「率先して独立組合を始めた」という別の従業員チャールズ・ウ
ェイト (CharlesWaite)の証言にもかかわらず，実際には協議会委員のカ
ール・バッグ (CarlBagge)と前協議会委員のマーティン・ザーン (Martin
Zahn)が独立組合運動 (independentorganization movement)を始めた，
と事実審理官は結論づけ，我々もそのように理解した。ウェイトは，「協議
会制度が廃棄されたすぐ後」，何人かの友人を自宅に招き，彼らに「我々自
身の組織をもつということが索晴らしい考えである」と語っていた。彼は
さらに，「彼らはすべて私と意見が一致し，それで我々はその週の日曜日の
午後に臨時の協定を作成した」，と証言した。彼はそのHが何日かは思い出
せなかった。 4月21日の次の最初の日曜日は 4月25Bであった。ウェイト
のいう会合は4月25日あるいはそれ以後ではなく， 4月18Bあるいはそれ
以前であったことは，次の事実によって示されている。 (1)マカリスター
社長の手紙が従業員に郵送された 4月21日に，ウェイトはイースト・モリ
ーン工場のクレジット・ユニオンから136ドル87セントを借り受け，それが
イースト・モリーン従業員組合を組織する目的のためであったと彼が認め
ていること， (2)バッグとザーンの両者が同クレジットの理事であり，そ
こでは50ドル以上のすべての貸付金は承認が必要であったこと， (3)ウェ
イトは組織化の方法と手段を論じるために彼の家—「ちょうどマーティ
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ン（ザーン）と私が会うのに適していた」—で日曜H 以前に会ったと述
べたこと，であった。したがって，以上のことは，ウェイト，ザーン，そ
の他の協議会委員が， 4月218前の日曜日には工場協議会を解体する被告
の計画を知っていたという結論に我々を導くのである。
会合の数時間前に，ウェイトは弁護士の家に立ち寄って，次のように言
った。
私は彼に我々自身の会社組合 (companyunion)を組織化していたと伝
え，彼らが法に適合した方法ですべてのことを行っているかどうかを注意
深く見守ってほしいと伝えた。
ウェイトは，イースト・モリーン従業員組合を組織化するための費用を
引き受ける目的で， 1937年4月21日にイースト・モリーン工場のクレジッ
ト・ユニオンから136ドル87セントを借りた。 1937年4月に50ドル以上の貸
付金のすべてを承認するように求められていたクレジット・ユニオンのク
レジット委員会は，検査官 (Inspector)のグラニング (H.C.Granning),
労使協議会制度の従業員代表の委員長バッグ，前協議会委員のザーンで構
成されていた。ウェイトは，クレジット・ユニオンが彼の借入金の目的を
知っていた点を否定しようと努めた。しかしながら，バッグとザーンの両
者がクレジット委員会におり，ザーンが新しい組織の結成に関してウェイ
トとすでに協議していたという事実から見れば，我々はクレジット・ユニ
オンがイースト・モリーン従業員組合を組織する目的のためであるという
ことを知って貸し付けを行ったと理解している。イースト・モリーン工場
のクレジット・ユニオンは，経営者側と従業員との共同事業である。その
1937年度の理事には，同工場の人事管理者エヴァンス(C.R.Evans)もいた。
その事業は，被告によって賃貸料なしで工場内で運営されていた。我々は，
この方法で被告がイースト・モリーン従業員組合のオルグが組織をスター
トさせるのに必要な資金を得るのを助けたと理解している。
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数日後，イースト・モリーン従業員組合を推進している委員会は， 5月
1日の大衆集会計画を遂行するために集まった。協議会委員のバッグは，
当初の委員会の他に少数の従業員を招待した。ウェイトが組織委員会に責
任を負っていた間，ザーンは 5月1日の選挙まで財務担当書記 (secretary
-treasurer)を務めた。ウェイトは印刷された組合加入申込カードをもち，
協議会委員のバッグとワグナー (Wagner),前協議会委員のザーンが熱じヽ
に組合員の勧誘を行っていた。 5月1日の集会は委員長にウェイトを選ぶ
ことで始まり，後に彼はバッグと交替した。ザーン，バッグ，ワグナーは
役員に指名されたが，全員が辞退した。
被告はまた，フォアマンの活動を通してイースト・モリーン従業員組合
を支援した。フォアマンのハリ ー・ン／マーマ./(Harry Zimmerman) 
は， 1937年度の財務担当書記のフランク・スーワード (FrankSeward)が
簡単に仕事を離れてイースト・モリーン従業員組合での業務に専念できる
よう，流れ作業ラインからあまり束縛されない「廃品回収の仕事 (salvage
work)」に配置転換させていた。スーワードは自分の仕事を離れ，給料日に
会費引換券 (duesstamps)を配るために各部門を訪れ，すでに部門のスチ
ュワードによって集められていた毎月の会費を受け取っていた。
フォアマンのトーマス・カーコウスキー (ThomasKurkowski)は，イ
ースト・モリーン従業員組合の代理として組合員を勧誘することでそれを
支援していた。 1937年12月に，カーコウスキーは従業員のハーベイ・アダ
ムス (HarveyAdams)に，シカゴでハーヴェスターと CIOとの間で生じ
ていた問題について話し，何人かの従業員がすでに「彼ら自身の小さな組
合」をスタートさせていた， と述べている。カーコウスキーは，「小さな組
合」がいい思いつきであると考え，彼らが署名できるかどうかを知るため
アダムスに彼と同じ交替制の従業員に話をするよう要請し，彼にどこに申
込用紙があるか助言した。この方法を遂行するため，カーコウスキーはア
ダムスによって教育されるはずの新しい労働者を呼ぴ寄せ，アダムスを全
面に出して，「彼に働きかける」ように助言した。この計画に従って，アダ
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ムスはその時に彼のもとに連れて来られた10-15人の新しい従業員の大部
分に署名させた。新しい従業員にイースト・モリーン従業員組合を売り込
む時，アダムスは，もし CIOが工場に入り込めば，彼らはおそらくストラ
ィキに訴え，工場は閉鎖されるであろう，と彼らに忠告していた。アダム
スは，新しい従業員が同工場でCIOあるいは外部組織を望んでいないのを
彼に忠告したカーコウスキーからこの考えを得ていた。 1937年10月に，ジ
ェラルド・マクマーヒル (GeraldMcMahill)は．カーコウスキーの部門
の近くを通りかかった時．カーコウスキーが近寄って来て，なぜCIOのパ
ッジを身に着けていたのかを尋ねられた。マクマーヒルが，バッジを着け
る権利をもっていると主張した時，カーコウスキーはイースト・モリーン
従業員組合に加入することを提案し，彼に会社がポーナスと休暇を与える
ことで従業員にどれほどうまく対処していたか話した。 1938年7月．カー
コウスキーは従業員のアイラ・オーデル (IraO'Dell)に．「会社は外部組
合がそこにあるという考えが受け入れられることをしばらくの間心配して
いたが，自身の組合を得た今， もうこれ以上心配することがあろうか」と
忠告していた。カーコウスキーは証言するように思えなかったことから．
我々は上記の発言が彼に帰されたものと理解している。
1937年の晩春あるいは初夏に． イースト・モリーン工場の人事管理者の
エヴァンスはフランク・スーワードに次のように話した。
私はイースト・モリーン従業員組合がうまく運んだことには少しも驚い
ていない，それは関係する者すべてに昇給をもたらすのではないだろうか。
エヴァンスの言葉に力を得て，スーワードとイースト・モリーン従業員組
合の初代の委員長であったプライス・リューバック (BryceRuback)は，
エヴァンスの昇給約束を伝えることで多くの組合員を獲得した。イース
ト・モリーン従業員組合が被告によって承認された後も賃上げは実施され
なかった，とスーワードとリューパックがエヴァンスに抗議した。そこで
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エヴァンスは，被告のシカゴ本社の経営首脳陣に手紙を書き，被告が従業
員ポーナスの引き上げを検討したから，昇給はなかったという点を知らさ
れた。スーワードとリューバックが，この決定は他の従業員への先の発言
のために「窮地」に追い込んだと告げた時，エヴァンスは同意し，被告が
その時には賃金率表を上げることはできなかったが，ポーナスの引き上げ
を検討したと述べ，それを工場の掲示板で公表した。エヴァンスは，イー
スト・モリーン従業員組合の組織的な運動が成功した場合にスーワードに
全般的な賃上げの約束をしたのを否定したけれども，我々は彼が掲示を公
表したのを認めたことから，彼の否認を信頼していない。我々は，エヴァ
ンスがスーワードに話し，その後イースト・モリーン従業員組合を支援す
るために掲示を公表したと理解している。
ファーモール合同自動車組合
ファーモール工場協議会の選出された従業員代表の委員長であったモー
ゼナ (Mozena)は，ファーモール合同自動車組合の組織化のリーダーであ
った。彼は，前協議会委員マックギン (McGinn)だけでなく，現協議会委
員のバートン (Burton), ラーセン (Larsen),メイナード (Maynard),
ピルチャー (Pilcher)からも支援されていた。他の工場同様，ファーモー
ル工場においても，協議会委員は全員を対象とする公式発表の前に労使協
議会制度を廃止する被告の計画についてアドバイスを受けていた。モーゼ
ナは，同制度が廃棄されるという特別の情報を 3月最後の協議会会合で受
けた，と証言した。しかしながら，彼はさらに， 4月21日まで独立グルー
プを組織化する動きを始めなかった，とも証言している。この発言は，積
極的な組織化につながる出来事に関して苦心して作り上げた説明と一致し
ていない。彼は，自分と他の協議会委員が4月21日に従業員に対し同制度
が公式に廃棄されるということを知らせた後で，次のように証言している。
つまり，「多くの労働者が……，彼ら自身の組織について話をした」し，彼
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は「彼らがもってなければならないと思ったものをもたなくとも，多分我々
がしばらくの間うまくやって行くことができたと思う」し，「一日の労働の
後で，通りのどこかで労働者に会ったとしても，あるいは昼の休憩時間で
あったとしても，どれかのグループに属していたとしても，彼らはどちら
かと言えば手を貸すべき目標であると思う」し，「仲間が私の後に従い，私
が郊外から通いで勤めていたが，彼らはそこまで車を運転してやって来て，
何をするべきか知りたがった」し，「彼らは， 日曜日や土曜日，そして夜に
も，私に何か話したがっていた」し，そして最後に，「我々は，諸君達がこ
こで組織化することを望むと言ったところに到着した」と証言している。
モーゼナの家は工場から20マイルの距離にあった。彼の証言によれば，従
業員が独立組合を実際に望んでいたかどうかを知るためにようやくのこと
で印刷された加入申込カードを配り終え，その後3-4日の間に彼と協議
会委員のバートンは5,000人の従業員の85%から署名を得た，とのことであ
る。カードの大部分は工場内で配られた。その後， 4月28Bの大衆集会を
呼びかけるチラシが配られた。この集会の議事録は，以前から一連の提案
された内規を準備していた工場の顧問弁護士が出席していたのを明らかに
している。モーゼナは， 4月28日以前に顧問弁護士に「4-5日間」助け
られていたと証言したが，結局すべての加入申込カードに署名されるまで
それは続いていた。これは 4月23日あるいは24日―4月218のわずか2日
あるいは 3日後一の顧問弁護士とモーゼナの会合の時のことであろう。
4月21日と24日の間には日曜Hはなかった。このことからもモーゼナの証
言は自己矛盾している。モーゼナが依然として被告によって支配されてい
た労使協議会制度の協議会委員であった4月21B以前から組織的な活動を
始め，彼の取り組みはシカゴのケルデーに率いられた労使関係部の補佐を
務めていたヘロン (Herron) —工場協議会の最後の会合であった 3 月 19
日のファーモール工場での工場協議会の会合に出席していた—によって
支持されていた，と信じることは一層合理的であるし，そして我々も事実
審理官と同じくそのように理解している。協議会委員がこの会合において
1941年全国労働関係委員会の「裁定と命令」（伊藤） (803) 129 
経営者側から提案された計画について話した点は，「彼らは，我々がこれが
だめになるまで，彼らの面倒を見る代表者を依然としてもっている」と従
業員に伝えるようにとの指示を受けていたことを認めた協議会委員のロー
ズ (Rose)の証言によって立証されている。
最初の出費を負担するために， モーゼナはファーモール・クラプ (Far-
mall Club) -—すべての従業員を対象にした社交組織 (social organiza-
tion)であるが，フォアマンだけが役員になることができた一ーから200ド
ルを借りた。この借入金は，モーゼナが「組合を始める」ために必要だと
説明した後，ファーモール・クラプの会長であった統括フォアマンのニコ
ルスン (Nicholson)によって許可されていた。この貸付金の預かり証は発
行されなかった。ファーモール・クラプの金庫にある現金は，ファーモー
ル工場内で食品と清涼飲料を売る特権を得た営業権所有者から支払われた
代金の受領を通して主に蓄積されていたものであった。被告は，ファーモ
ール・クラプに工場内での営業権を無料で与え，そのことから実質上クラ
プの資金は被告からの助成金であった。その目的を十分知った上で貸付金
を許可したニコルスンの行為は，明らかにファーモール合同自動車組合を
支持するものであった。モーゼナは，ファーモール合同自動車組合の初代
の委員長で，バートンは初代の副委員長であった。 6月には，バートンが
委員長に選ばれ，フランク・プラウン (FrankBrown)が副委員長，マッ
クギン (McGinn)が財務担当書記となった。全員がそれまで協議会委員を
務めていた。ファーモール合同自動車組合の規約と内規は， 1937年4月28
日に採択され， 9人の部門別代表者を規定していた。部門と代表者数は，
被告によって支配されていた工場協議会制度のもとで実施されていたもの
と同じであった。
結成後，被告は，とりわけ各週毎の部門間での従業員の配置転換リスト
を提供することでファーモール合同自動車組合を支援していた。このリス
トは，ファーモール工場の雇用オフィスが無料でファーモール合同自動車
組合に提供していた。
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排他的交渉代表としてファーモール合同自動車組合が承認された当時，
ファーモール工場の雇用オフィスは組合員の審査に関してファーモール合
同自動車組合を支援していた。ファーモール合同自動車組合は，審査にお
いて代理を務めた雇用管理者補佐のレイモンド・マッケロイ (Raymond
McElroy)を採用し，給与を支払っていた。同時に，我々はマッケロイが
審査で被告の代理であったことも確認した。審査期間中に，監査役がカー
ドに正確に署名されていなかったことからファーモール合同自動車組合の
組合員カードを拒絶した時，マッケロイはカードを取り出して従業員に署
名させ，それから審査に含めてもらうために戻していた。
ロック・フォールズ従業員組合
我々はすでに，被告の直接かつ緊急の示唆によって，ロック・フォール
ズ工場の協議会委員が1937年3月と 4月にCIOに反対する強力なキャン
ペーンを行い，約90人の従業員を CIOから脱退させていたことを確認し
た。この方法で被告は，労使協議会制度が廃棄された時にはいつでも，別
の「内部」組合への道を用意していた。 CIOのメンバーであった数人の従
業員と協議会委員との会合において，協議会委員のロング (Long)は，同
制度が解体されようとし，そして被告がCIOを締め出すためにこの工場内
の組合 (localunion)を設立することを望んでいる，と語った。．
制度の解体直後，就業時間中に「内部」組織の結成を促す請願が工場で
回覧された。その請願は，次のように述べている。
あなたはこの工場内で「組合」の結成を助けることを望むのか。このエ
場だけの組合，その組合の組合員によって選出された役員に監督される組
合を。それぞれの部門から 1名ずつの労働者が「苦情処理委員会 (Griev-
ance Committee)」の代表者として投票で決定されるであろう。キャント
ン工場 (CantonWorks)は， 1937年4月218にこの種の組合を結成し，
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1937年に工場長補佐の助手で， ピーター・マコーミック (PeterMcCor-
mick)の義兄弟に当たるエドワード・ドースン (EdwardDawson)によ
ってリーダーシップは掌握されていた。協議会委員のロングあるいはデス
モンドのどちらかがロック・フォールズ従業員組合の結成に際して公然と
活動していたようには思われない。デスモンドは，彼ら協議会委員が表面
に出ないことに決めた会合の後，協議会委員がこのような活動から降りた
ことを認めた。なぜならば，「もし我々がそこから離れれば，もっと良い結
果がもたらされるであろう」し，さもなければそれは「会社」組合であっ
たと言って非難されるであろうからである。彼は，個人的には次のように
証言していた。「私が協議会委員であれば，彼らが会社のために働いていた
と思うかどうかを判断したであろう。」この見方にもかかわらず， 5人の協
議会委員の 1人であったエチスン (Etchison)はロック・フォールズ従業
員組合の組織化に参加し，協議会委員のデスモンドはロック・フォールズ
従業員組合の綱領に署名し，そして結成後2カ月以内にロングはその組織
のメンバーを勧誘し始めた。
我々は，他の工場と同様，被告がロック・フォールズ工場のフォアマン
と管理職層を通して反CIO活動にかかわり続け， CIOのメンバーに同じよ
うな活動をさせないよう警告する一方で，従業員代表が組合員を勧誘し，
就業時間中に組合費を集めるのを許すなどして，ロック・フォールズ従業
員組合と他の独立組合により強力に肩入れした点を確認した。
3 被告と独立組合との契約
工場協議会の運営と同じように，被告と独立組合との交渉は経営者側の
主導とホッヂの責任で行われていた。排他的な承認を求め，許可し，そし
て過半数の代表であることを証明する方法は，すべて非常に似通ったパタ
ーンで行われている。 6工場のそれぞれにおいて，労使協議会制度の解体
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後数日以内に，各独立組合から従業員の交渉代理人としての承認を求める
要請がなされた。 5月5日から 5月19Bの間に，被告は各独立組合の組合
員のみを承認する掲示を 6工場で公表した。マコーミック工場とミルウォ
ーキー工場では， CIO傘下の農機具労働組合 (FarmEquipment Workers 
Association, この組織は，本文にも登場する ABC組合が1934年に正式名
称としたもので， 1937年に鉄鋼労働者組織委員会に加入する。同年7月22
日に，そこから農機具部門が分離・ 独立して組織化されたのが農機具労働
者組織委員会である一伊藤）のローカルが反訴した。これら 2工場におい
て，被告はその組合員に CIO傘下の組織を交渉機関として認知するほぼ同
じ内容の掲示を公表した。ミルウォーキー工場では， CIOのローカルがミ
ルウォーキー従業員産業別組合を被告が承認したことに抗議している。ホ
ッヂの証言によれば，このローカルはミルウォーキー従業員産業別組合が
会社支配の組合であったと申し立てていた。ホッヂと顧問弁護士セイフキ
ン(Seifkin)を含む経営首脳陣がローカルの代表者と会合し， CIOの告訴
に「非常に慎重な検討」を加え，再ぴホッヂの言葉を引用すれば，「会社は
彼らの訴状と告訴が十分な法的根拠がないものであり，我々はミルウォー
キー従業員産業別組合とは何の関係もなかったという結論に到達した。」
6工場が存在する地域の会計監査会社 (auditingconcerns)がその後，
被告の示唆のもとそれぞれの工場にある独立組合の組合員加入カードと賃
金台帳を突き合わせた。監査役の報告に基づき，被告はその後， 1937年6
月10日から 7月15日の間に各工場で掲示することで各独立組合に排他的な
交渉特権を与えた。
その後被告は，各独立組合と文書で契約を締結し，その契約は現下の訴
訟手続きに関する聴聞会当時においても引き続き存在していたのである。
契約，関係する独立組合，契約の調印日時を示した表は以下の通りである
（第2表を参照のこと一伊藤）。
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4 管理職層とフォアマンによる独立組合結成後の干渉，抑制，強制：被
告による継続した支援
被告が1937年 4月21Bあるいはその頃に，組合活動に関してその管理職
層全員にいかなる干渉行為をも控えるよう指示したことは反論されなかっ
た。事実審理官はその中間報告書で，中立に関する指示は 4月21日まで与
えられなかったことと，その日以前に起こっていたと申し立てられている
行為に関する証言の疑わしさを決定する際には事実が考慮されるべきであ
る，と結論づけている。さらに事実審理官は，「4月20日あるいはその頃に，
管理職層がこのような干渉にかかわらないようにとの特定の指示を受け取
ったという反論されていない証拠は，このような行為がその日以後に起こ
ったという証言に合理的な疑義を投げかけた」とも結論づけている。我々
は，この点に関しては事実審理官の結論に同意しない方向に動いている。
以下に記すように，記録は1937年 4月21日以降に管理職層の側からなされ
た干渉と強制の例が満ちあふれていることを示している。我々は以前の事
件で，管理職層が中立に関して指示を無視するのはよくあることで，この
ような指示にもかかわらず，管理職層はしばしば特定の組合に対して依枯
贔展しがちであった点を確認している。最高裁判所は，次のように述べた
際に，このような慣例の存在を認めていたのである。
我々は，全国労働関係委員会がこれらの行為がもし請願者によって容認さ
れるなら，全国労働関係法にいう不当労働行為であることを理解できたは
ずであるという点を疑わないし，我々は請願者がこれらの慣行から有利な
点を求めるかあるいは確保する立場にある限りにおいて，請願者が公認す
るか，あるいは指揮しなかったことで，低い程度でしか同法を犯していな
かったと考える。同じような状況下で，我々はその管理職層がこれまでの
ところで現われたように，何の権限もなしに自己組織化について偏見をも
って従業員の組織活動に関与していた使用者は，このような活動の結果と
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して生れた労働組織を承認するか，あるいはそれと交渉することを通じて
何らかの有利な点を得られないよう意図された同委員会の命令に抵抗でき
なかったことを最近掴んでいる。 1940年11月12B裁定の国際機械工組合対
全国労働関係委員会， No.16(NLRB Man. 274)と同B裁定の全国労働関
係委員会対リンクベルト社， No.235,236を参照のこと。
全記録から，被告の管理職層が中立に対する確約をまじめに受け止めな
かったことは明白である。その代わりに，彼らはCIOをけなし，各独立組
合の組合員を激励し続けた。 1939年4月に，マコーミック工場のフォアマ
ン補佐であったジャック・プサーク (JackPsaac)は， CIOの組合員バッ
ジを着けた従業員リチャード・シャーリー (RichardShirley)に次のよう
に警告した。「おや，お前も CIOの組合員だったのか……。ところで，マコ
ーミック従業員共済組合は会社が認めた唯一の組合で，レイオフを見逃し
てくれるし， CIOの組合員は最初にレイオフされる点でばかげた組合だ
よ。」この警告の後で，シャーリーは組合員バッジを外し，何週間も工場で
それを再び身に着けなかった。プサークはそのように話したのは認めたが，
それは単に「からかった」だけだったと主張した。我々は，プサークが冗
談を言っていたとシャーリーが理解したとはどうあっても信じられない。
さらに，上で引用されたプサーク自身の発言は， CIOに対する彼の反感を
示すとともに，シャーリーが「からかい」と受け止めた可能性を否定する
ものである。
他の工場のフォアマンがCIO組合員バッジを捨てる気にさせようと従
業員に試みている間に，ウェスト・プルマン工場のフォアマンであったポ
プ・クレーマー (BobKraemer)は， 1939年4月に従業員カール・エンゲ
ルス (CarlEngels)のシャツから組合員バッジをはぎ取るというより大端
な手段に訴えた。クレーマーはそれが誤りで，彼がしたことはエンゲルス
のシャツから黄色のバッジに似ていたかも知れないオレンジの皮をとった
こと以外の何ものでもなかったと主張した。彼はさらにただ「ふざけた」
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だけだとも主張した。エンゲルスが説明しているように，彼は「それが冗
談であったとは思っていないし，事実バッジはなくなった。」クレーマーの
行為がエンゲルスを脅迫するのに役立ったことは明白である。以上で見た
ことに加えて，フォアマンのスモール (BarnardF. Small)は特にCIOの
組合員を意気消沈させることに積極的であった。彼自身の自白によれば，
彼はCIOの組合員であることを知った多数の従業員になぜ彼らが加入し
たのか，そして組合員となったことは雇用条件に対する不満からかどうか
を尋ねていた。
スモールの行為の大部分はウェスト・プルマン独立組合結成以前に生じ
ていたけれども， ミルウォーキー工場のフォアマンであったフィル・レー
ニング (PhilLehning)は，彼がミルウォーキー従業員産業別組合結成後
の1937年5月にドミニク・イェーニアス (DominicY enius)に対し組合員
かどうかを尋ねた時，スモールと同じような好奇心を示した。その時，レ
ーニングはイェーニアスに近づき， CIOの事務所から出て来るのを見たと
告げた。レーニングはイェーニアスが事務所を後にするのを見かけたこと
を否定したけれども，彼はイェーニアスに組合員かどうかを問い詰めた点
は認めた。レーニングは次のように証言している。イェーニアスが彼が何
を言っているのかと尋ね返した時，彼はただ「独立組合あるいはCIOにい
る誰かのことだ」と答えた。レーニングの説明が回避的で，そして偽りで
あったことは明白で，我々はそれを信頼していない。ミルウォーキー従業
員産業別組合の結成直後に被告が組合に対する中立政策を継続するとの褐
示を公表した後，フォアマンのハリー・カーラー (HarryKoehler)は，
4月29日正午頃に自分の部門にやって来て，外で演奏されている音楽につ
いて次のように述べた。「私は古い CIOがそこにあると思う。聞いて下さ
い。もし諸君達自身にとって良いものだと知ったなら，手に入れた組織を
維持して下さい。もし諸君達が外部組織を手にしたなら，出来高賃金は 1
時間につき76セントに切り下げられるでしょう。」カーラーは，従業員のレ
オナルド・ガルプレヒト (LeonardGalbrecht)によって彼に帰されたその
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ような発言を否定し，さらに彼は CIOあるいはミルウォーキー従業員産業
別組合の組織化運動についてまったく知らなかったと主張した。両組合の
活動が工場で公表されていたので，我々はカーラーの否定を信用すること
はできないし，我々はガルプレヒト自身が話したとしている内容は実際に
話されたものだと理解した。 1937年7月に，フォアマンのウィリアム・ク
ナーベは，大きな CIOバッジを身に着けていた従業員のフィロ・ギャリス
ン(FiloGarrison)に向かって，「宣伝のためならなぜボール紙を着けない
のか」と尋ねた。ギャリスンがバッジを誇りにしていると話した時，クナ
ーベは組合が「収賄 (graft)」しており， ミルウォーキー従業員産業別組合
に加入する方が安くつくと主張した。クナーベはギャリスンにボール紙を
着けるようにと言ったことは認めたが，組合を軽蔑する発言をしたのを否
定した。クナーベは，彼自身の自白によれば， CIOへの敵意を示していた
し，我々は彼の発言だとされた内容は彼が話したものと理解している。
既述の通り，イースト・モリーン工場のフォアマンであったカーコウス
キーは，イースト・モリーン従業員組合に代わって組合員を勧誘するのに
とりわけ積極的であった。しかしながら，カーコウスキーはその活動を勧
誘だけに制限したのではなく， CIO組合員を意気消沈させる追加的な術策
を弄してイースト・モリーン従業員組合を支援していた。 1937年10月に，
カーコウスキーはゲラルド・マクマーヒル (GeraldMcMahil)がCIOバ
ッジを身に着けて自分の部門を通り抜けて行く機会をとらえて，彼に近寄
って話しかけた。カーコウスキーはマクマーヒルがバッジを身に着けてい
る理由を聞き，彼にイースト・モリーン従業員組合に加入するよう提案し
た。前にも触れたように，カーコウスキーはそのようなことを言ったと証
言するようには思えないため，我々はその発言が彼に帰されたものである
ことを確認した。
ファーモール工場では，鋳物部門の監督者 (FoundrySuperintendent) 
のハリー・ヘイニーガー (HarryHeiniger)が，月毎と四半期毎にCIOス
チュワードのバッジを身に着けていた従業員のラーシー ・L・シネス
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(Lacey L. Sines)に近寄って話しかけた時，上述のカーコウスキーと類
似した行為をとっていた。バッジの意味を教えられた後で，ヘイニーガー
は，「君はここではCIOの代理を務められない。我々は，君が次のことを理
解することを望む。つまり，ハーヴェスターはCIOを認めないことを」と
警告し，そしてハーヴェスターは，ファーモール合同自動車組合と契約し
ているとシネスに忠告した。ヘイニーガーは証言しなかったが，我々は彼
に帰された発言を行っていたと理解している。
すでに示したように，被告は工場長グレアスンと他の経営首脳陣が十分
承知した上で， 1937年には早くもロック・フォールズ工場においてcm・ロ
ーカルに反対する工場規模での強力なキャンペーンを行っていた。このプ
ログラムは多数のCIOの組合員に彼らのCIOカードを放棄させ，かつ
CIOの組合員を辞めさせることにも成功していた。したがって，上記の他
の工場のいくつかで行われた同じような行為を追求することは不必要であ
る。そこでは， CIOバッジを身に着けている従業員は嘲笑されるか，ある
いは雇用を失うかもしくは所得が引き下げられるといったことで脅迫され
ていた。しかし，フォアマンのグロース (Grosse)はシカゴのリパプリッ
ク・スチール工場における「メモリアルデー暴動」当時のことについて，
CIOローカルの指導者であったウィリアムスン (Williamson)に次のよう
に忠告した。「それは組合に入った時に陥る種類の問題である。ハーヴェス
ターは，ここでは彼らに指令する組合をもちたくない。」グロースはこの発
言を否定した。しかしながら，彼の証言の信頼性は， CIOに反対するかロ
ック・フォールズ従業員組合に賛同する1937年春のいかなる工場活動に関
する知識もないとしつこく否認したことで弱められた。彼は聴聞会におい
て初めて協議会委員のキャンペーンを知ったと宣言した。このような状況
下で，我々は，グロースがウィリアムスンによって彼に帰されたことを発
言したと理解している。同じ脈絡で，フォアマンのM・D・クラーク (M.
D.Clark)が認めた，坐り込みストライキは「赤分子 (redelement)」によ
って起こされたという従業員アルバート・マーレー (AlbertMurray)へ
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の1937年10月あるいは11月頃の発言がある。我々はクラークがAFLと
CIOが「赤分子の一群 (abunch of Reds)」であったと述べたことも確認
した。すべての上記の出来事によって，我々は，被告が1937年4月21日以
降に6工場のそれぞれで外部労働組織，特にCIOへの敵意を示し続け，そ
れによって全国労働関係法第7条で保障された権利の行使で従業員に干渉
し，抑制し，そして強制していたと理解する。
事実審理官は，独立組合のための組合員勧誘が各工場において思いのま
まに行われていたが，それはほとんどが極秘に行われていたことと，勧誘
がフォアマンの注目するものとなっているところでは，違反者は即座に叱
責されていたことを確認した。その調査結果に基づき，事実審理官は，被
告が独立組合の代表者による組合員の勧誘あるいは会費の徴収を認めなか
ったと結論した。以上で示した介入，抑制，強制の例で，我々は再び事実
審理官の結論と見解が異なることを余儀なくされた。事実審理官によって
確認されたように，勧誘者がしばしば叱責されたことは真実であったとし
ても，そういったことはすべの事例でそうであったわけではない。実際，
我々がすでに指摘し，確認したことであるが，管理職層自身が独立組合の
ための勧誘に没頭し，それゆえ彼らがそういった組織に代わって従業員勧
誘にどういった方法であれ介入しようとしたことは明白である。さらに，
記録は1937年4月21日以後に，独立組合のための組合員の勧誘と会費の徴
収が非常に広範かつ一般的に行われた結果，各6工場の管理職層によって
この点が知られ，承認されなかったと信じるのはまったく不可能であるこ
とを示している。実例として，我々は次の事件で確認した生じたことのす
べてを指摘できる。マコーミック工場において， 1938年にマコーミック従
業員共済組合のスチュワードは叱責されることなく給料日に会費を集め，
この会費徴収はしばしばフォアマンの面前で行われていた。ロック・フォ
ールズ工場では，ロック・フォールズ従業員組合の前スチュワードが慣習
的にフォアマンから叱責されることなく就業時間中に工場内で会費を徴収
していたし， 1937年後半にはロック・フォールズ従業員組合の役員はフォ
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アマンのグロース (Grosse)の面前で組合員の勧誘を行っていたが，同じ
彼がCIOのメンバーに対しては工場内で類似の方法を行ってはならない
と警告していたのである。我々はウェスト・プルマン工場の組長であった
バギオが，彼の部下にウェスト・プルマン独立組合に加入するよう勧誘し
たことをすでに知っている。同じ工場において，従業員は就業時間中にス
チュワードにウェスト・プルマン独立組合の会費を払っていた。そのやり
方はイースト・モリーン工場においても同じで，そこではイースト・モリ
ーン従業員組合のスチュワードがフォアマンから叱責されることなく，給
料日に会費を集めるためにその仕事から離れていた。この工場では，少な
くとも 1人のフォアマンは，会費徴収が就業時間中に行われていたことを
知っていたと認め，彼はその邪魔をしていなかった。ファーモール工場で
は，ファーモール合同自動車組合の会費徴収はフォアマンの面前で給料日
に定期的に行われていた。ミルウォーキー工場では，我々はすでにミルウ
ォーキー従業員産業別組合のためにその部門で就業時間中に組合員の勧誘
を特に許していたフォアマンのクナーベの存在を確認している。同時に，
フォアマンのレヴィン (Lewin)はCIOのメンバーには就業時間中に工場
内で勧誘しないようにと警告していたのである。
我々は，被告がその所有地内で就業時間中に独立組合の組合員勧誘と会
費徴収を認めることによって， 1937年4月218前後には 6つの独立組合を
支持していたことを確認した。
D 結論
要約すると，被告は 6工場のいずれにおいても，従業員にその交渉代表
を自由に選択するのを許可しなかったことは明白である。その戦術は単純
であったが，効果的であった。各独立組合の組織化に導いた出米事を時間
順に見れば，協議会委員としての役割を演じていた高齢で，信頼されてい
た従業員の掌中に従業員の代表権を存続させるよう計画された手続きを反
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映している。被告はそのフォート・ウェイン工場において制度を違法とし
た全国労働関係委員会による裁定にもかかわらず， 1936年11月に労使協議
会制度を維持するその意図を発表し，その発表で従業員に対してすでに確
立した方法から得られる利益を詳細に述べていた。 1937年4月中旬には，
4月12日の最高裁判所裁定によって同制度が継続できないことがはっきり
とした。長文の手紙が用意され，そこには会社はワグナー法に従うが，長
い年月に及んだ関係がもたらした利益を失わないことを従業員に願うとい
う結論が書かれていた。同制度のもとで運営されてきた工場協議会は称賛
され，従業員は将来起きる可能性のあるいかなる団体交渉手続きの変更に
よっても，工場協議会が展開してきた「最も索晴らしい価値の資産」を失
わないことをしきりに促されていた。我々は，その手紙はいかなる新しい
組織も古い制度から必然的に出発することを理解させる明白な招待状であ
り，被告がそれによっていかなる団体交渉の新しい制度でも工場協議会の
パターンを忠実にたどるべきであるというその願望を従業員に知らせた，
と結論する。そのパターンは，各工場向けの別組織を含んでおり，団体交
渉代表として「外部」労働組織を事実上妨げていたのである。
これらのコミュニケーション手段によって，単に被告は工場協議会の延
長線上に結成される「内部」労働組織を望んだということをその従業員に
知らせただけでなく，労使協議会制度の解体前に被告はCIOに反対するキ
ャンペーンに携わるか，あるいは各6工場で「外部」労働組織に対して警
告を発していた。被告の従業員の間に足場を築かれると脅威であることか
ら，外部労働組織の活動に対抗するために使われた方法は，印象的なこと
に全工場において極めて類似したものであった。同制度の解体前の1937年
1月と 3月の間に，外部労働組織の指導者達が工場長あるいはフォアマン
のオフィスに呼ばれ， CIOとジョン ・L・ルイスの急進主義について警告
されるか，あるいは被告によって支配された協議会委員が外部グループの
組織活動を止めさせ，このようなグループが足場を築くのを阻止するよう
指示されていた。マコーミック工場においては，工場長は農機具労働者組
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織委員会のメンバーであったジェラルド・フィールドを呼び出し，ウェス
ト・プルマン工場においては，同じ組織のディルマン (Dillman)がフォア
マンのマービィ (Mabey)から同じ扱いを受け， ミルウォーキー工場にお
いては，ABC組合の代理を務めるラポートの活動が人員管理者によって阻
止され，イースト・モリーン工場の協議会委員は労使関係部長補佐のホッ
ヂから，「外部」組織が工場にかかわるのを許すのは「ばかげたことである」
と言われており，ファーモール工場でも良く似た活動があり，ロック・フ
ォールズ工場では，協議会委員は工場経営者のハリスンによって CIOの組
織化運動を阻止するよう指示され，彼らは次に工場内でCIOリーダーとの
会合を取り決め，管理職層はこの工場でCIOローカルを望んでいないと告
げていた。
その後1937年3月に，ロック・フォールズ工場では，協議会委員が従業
員に彼らの「委任状」を署名によって譲渡していたことを警告することに
よって，そして被告がCIOを望んでおらず，もしその組織が支持者を得た
なら，工場を移転するかも知れないという声明によって CIO組合員の組合
員取り消しをもたらした。他の工場においても， CIOに加入していた従業
員は，彼らがすでにその「委任状」を署名によって譲渡していたことを警
告されていた。この CIOに対する攻撃の形式が被告の中央集権化された労
使関係部から生じたことは，労使関係部長ケルデーが参加していた特別協
議委員会の1937年2月の年次報告書によって証拠つ＂けられている。ウェス
ト・プルマン工場では，統括フォアマンのスモールが，従業員に対して「な
ぜ諸君達は工場協議会があるにもかかわらず外部組織を望むのか」と話す
ことで明らかに外部組織に対して反撃を加えていた。これらと我々がすで
に確認した干渉，抑制，強制という他の諸行為によって，被告は従業員が
自分達を代表する労働組織を自由に選択する権利の行使を妨害し，労使協
議会制度の解体時に「内部」組合を結成するための基盤を築いたのである。
労使協議会制度の解体は，各6工場それぞれにおいて，独立組合の結成
と慎重にタイミングを合わせて行われていた。 6工場の内の5つで，協議
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会委員は被告によって支配されていた工場協議会で代表としての役を務め
る一方，同制度が公式に拒否され，廃止された1937年4月21B以前に，同
制度の後継組織を結成するかあるいはそれを結成する途中であった。従業
員の間でCIOがより強力な支持者を得ていた 6番目の工場であるロッ
ク・フォールズ工場では，協議会委員は工場管理者補佐ハリスンの命令と
工場長グリースンの賛同のもと， 1937年2月と 3月にCIOに対する攻撃的
なキャンペーンを実施していた。ロック・フォールズ工場における協議会
委員の反CIOキャンペーンは，違法とされた労使協議会制度に取って代わ
る各6工場のそれぞれで「内部」労働組織を設立する被告の真剣な取り組
みのもう 1つの側面にすぎなかった。それで，ロック・フォールズ従業員
組合が4月21日以後まで活動を開始しなかったという事実は，被告が6エ
場のそれぞれにおいて予想された行動パターンに従っていたという我々の
結論を決して損なうものではない。それは，反CIOキャンペーンが「外部」
組合の組合員数を激減させたことから，経営者側が工場協議会に取って代
わる組織を推進することの必要性を急務と考えなかったことだけを示して
いる。しかしながら，ここですら長期間に及ぶ遅れはなく，それは同制度
の解体を発表するマカリスター社長の手紙を受け取ったと同時に起こって
おり協議会委員のエチスンと経営首脳陣の義兄弟であった従業員のドー
スンによって新しい組織の組合員が勧誘されていた。独立組合を結成する
際と CIOに反対する際の協議会委員の活動は，いくつかの工場では労使関
係部あるいは被告のシカゴ本社の他の何人かの経営首脳陣の代表者の訪問
より先に起こっていた。ロック・フォールズ工場においては，協議会委員
にCIOに反対するキャンペーンを開始するよう助言したのは被告のシカ
ゴ本社経営首脳陣の 1人である工場管理者補佐ハリスンであった。イース
ト・モリーン工場においては，労使関係部長補佐のホッヂが1937年3月に
協議会委員に対し，「工場に外部組織が侵入すること」を認めるのは分別が
ないと忠告していた。ファーモール工場においては，労使関係部長補佐の
ヘロン(Heron)が， 3月の工場協議会の会合に出席し，協議会委員に対し
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同制度の差し迫った解体について事前通知していた。
6工場のそれぞれで，協議会委員は労使協議会制度の後継となる「内部」
組織を設立するのに利用されていた。我々は，これらの協議会委員が被告
のためにそして被告に代わって行動しており，仲間の従業員が彼らの活動
を尊重していたことを確認した。協議会委員は，約20年間に及んで被告に
よって支配され，支援されていた同制度のもとで選出されていた。経営側
代表とこれらの従業員代表は特別に近しいものであった。例えば，全国労
働関係法の制定前に工場協議会を守り，防御するために被告の費用でワシ
ントンに行ったマコーミック工場の協議会委員セムパックの使命は，経営
者側の信用と信頼が協議会委員に与えられていたことを明確にしており，
工場において彼らが占めていた新任の厚い立場は工場内の他の従業員に強
い印象を与えなかったはずはない。以前に確認したように，協議会委員は
安全・効率委員会で一定の役割を果たし，半管理者的な立場でしばしばエ
場内の安全点検視察を行い，従業員に講演し，経営者側に報告と勧告を行
っていた。同制度のもとでの彼らのすべての活動は就業時間内に行われて
おり，協議会委員はその時間に対して通常の給与を被告から支払われてい
た。協議会委員をそういった立場に置いた被告は，他の従業員との関係に
おける彼らの行為にも責任があると考えなくてはならない。
6工場の内の 5つにおいて，明らかに会社に支配された労使協議会制度
が被告によって解体された瞬間に，従業員の代表が新しい労働組織を引き
継ぐ準備ができていたという事実と，新しい組織の指導者の大部分が支配
されていた工場協議会制度の従業員代表であったという事実は，従業員が
団体交渉での代表者を選択する際に完全な選択の自由をもつことを阻止し
ていた。これらの事実に加えて，被告の経営首脳陣と協議会委員の側での
真剣な取り組みと，どの工場においても見られた従業員の間での外部労働
組織の成長の機先を制すべく被告の管理職層がその後内部労働組織に与え
た支援があった時には，被告が6つの独立組合の結成と運営を奨励し，支
配し，介入していたということが明白となる。
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これらの要因の他に，独立組合の結成と運営に対して被告による直接的
な支援がなされた証拠がある。ファーモール合同自動車組合とイースト・
モリーン従業員組合は，その資金の管理が管理職層の掌中にあった組織か
ら相当な貸付金を借りていた。ミルウォーキー従業員産業別組合は，被告
のミルウォーキー工場の人事管理者補佐のポーメスターの入れ知恵で，弁
護士のアンスフィールドから援助を受けていた。ファーモール工場におけ
るファーモール合同自動車組合組合員の監査は，すべての提出された組合
員カードの監査役による承認を信用する方法で被告によって指導されてい
た。農機具労働者組織委員会がミルウォーキー従業員産業別組合を奨励し，
支配していたことで被告を告発したミルウォーキー工場において，経営者
側は聴聞会を開催し，それがやましくなかったと判決し， ミルウォーキー
従業員産業別組合がその工場において従業員の大多数の代理を務めていた
ことを確認していた。
独立組合に対するそれ以上の支援は，独立組合と被告とのその後の関係
に現われている。労使協議会制度解体後の数週間以内に，各独立組合をそ
の組合員の交渉機関として承認するという告示がそれぞれの工場で掲示さ
れた。その後，各独立組合が全従業員の排他的交渉代表として承認された。
独立組合に排他的な交渉特典を許すという告示は， CIO系ローカル組合の
拡大に対するより一層効果的な障壁となった。独立組合との契約の履歴は，
CIO系ローカル組合の組合員とその活動を意気消沈させるのに役立った。
また，独立組合結成後は，フォアマンと他の管理職層が勧誘で支援するか，
さもなければこれらの組織の組合員になるのを勧めることで支援したとい
う証拠がある。
聴聞会において，被告と独立組合は，いずれの独立組合もその結成ある
いは運営において被告から支配も介入もされなかったと強く主張し，被告，
ミルウォーキー従業員産業別組合，ファーモール合同自動車組合は，すで
にこのような支配と支援を確認していた事実審理官の中間報告書に異議を
申し立てた。
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すべての異議に見られた一般的な基盤は，事実審理官の調査結果を支援
するには証拠が不十分であるという点にある。より特異なことに，被告は
独立組合を結成する際に，協議会委員は自らの意思で行動し，経営者側の
命令において行動していたのではないと強く主張している。我々は，これ
まで独立組合を結成することと CIOに抵抗することにおいて，実際のとこ
ろでは協議会委員が経営者のために，そして経営者に代わって行動をして
いたと結論づけた。ともかくそれは明白で，我々は協議会委員と経営者と
の近しい関係から，従業員の組織体が被告のために相応の行動をしている
と信じていたことを確認した。被告とミルウォーキー従業員産業別組合は
同じく，事実審理官がミルウォーキー工場の従業員が農機具労働者組織委
員会に優先してミルウォーキー従業員産業別組合を選択し，すべての工場
での選挙は従業員が各独立組合を CIO系組織よりも好んだことを示すと
いう事実を検討しなかった点を強く主張している。しかしながら，被告の
独立組合への支配と介入の視点から見れば，我々が確認したように，独立
組合が従業員に好まれるという事実とそれらがメンバーの利益になったと
いう事実のいずれもが，それらが交渉代表としての機能を果たせたことを
立証していないのである。
同じく被告とミルウォーキー従業員産業別組合は， (1)その独立組合と
の契約交渉に関する証拠とミルウォーキー従業員産業別組合のその後の活
動の証拠が独立組合がそのメンバーを守る際に好戦的であり，そして実際
上は会社支配ではないことを明らかにしているし， (2)その全国労働関係
委員会のミルウォーキー従業員産業別組合に関する第12地区の地域部長の
行動は，地域部長が会社支配の組織ではなかったと結論していたことを示
している，という 2点を強く主張している。
これらのすべての独立組合との交渉が長引いていて，そして強力であっ
たと想定している最初の主張と，労働立法を支援するミルウォーキー従業
員産業別組合の好戦性について，以上のような証拠は被告が独立組合の結
成に参加し，従業員の交渉代表の選択において彼らの自由を犯したという
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我々の調査結果を相殺するものではない。当事者の 2番目の主張は，全国
労働関係委員会の第12地区の地域部長がミルウォーキー従業員産業別組合
との関係で被告に対して提起された告訴を再検討し，農機具労働者組織委
員会とミルウォーキー従業員産業別組合との間の協議選挙 (consentelec-
tion)のために被告に告訴を取り下げさせ，その後規程を起草していたと述
べていたという事実に基づいている。協議選挙のための規程に署名する前
に，同委員会は現在の訴訟手続きで被告に対してその訴状を発することを
決意し， ミルウォーキー従業員産業別組合がそれらが他の関連する 5つの
工場を整理統合しているという状態を含むよう告訴した。同委員会は協議
選挙のために提案された規程を承認しておらず，この事件を統合し，訴状
の発行を命令する際の行動は，地域部長によって提案されたどのような意
向にも取って代わるものであった。我々はこの主張に何ら価値を確認でき
ない。
全記録に甚づき，我々は訴状で告発されたいくつかの独立組合が，被告
の関係する 6工場の従業員の自由に選ばれた交渉代表ではないし，決して
そうではなかったことを確信している。
我々は，告発されたマコーミック従業員共済組合，ウェスト・プルマン
独立組合， ミルウォーキー従業員産業別組合，イースト・モリーン従業員
組合，ファーモール合同自動車組合，ロック・フォールズ従業員組合の結
成と運営を被告が支配し，そこに介入していたことと，各独立組合に支援
を続けていたことを確認した。そして，そういった行動によって，被告は
全国労働関係法第 7条で保障された権利の行使に関して従業員に干渉し，
抑制し，強制していたことを確認した。我々はさらに，経営首脳陣，工場
長，フォアマン，フォアマン助手，協議会委員の以上で引証された行為に
よって，すべての外部労働組織，特にCIOの組合員を意気消沈させようと
する試みにおいて，被告が全国労働関係法第7条で保障された権利の行使
に関して従業員に干渉し，抑制し，強制していたことを確認した。
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IV 通商に及ぽす不当労働行為の影響
我々は以上の第3節で明示した被告の活動が，第1節で詳述された被告
の活動に関連して起こっており，それがいくつかの州の貿易，運輸，通商
と親密で，密接で，かなりの関係をもっていること，そして通商と通商の
自由な流れに重荷を負わせ，妨害する労働争議に導く傾向があることを確
認した。
v 救済策
全国労働関係法の目的と政策を効果あるものとするため，我々は被告が
かかわっていたと確認した不当労働行為を中止することと断念することが
不可欠であり，我々はそうするよう命じる。不当労働行為の影響を取り除
くために，我々はまた，被告がある種の差別撤廃措置(affirmativeaction) 
をとるよう命じる。
被告がマコーミック従業員共済組合，ロック・フォールズ従業員組合，
ファーモール合同自動車組合，イースト・モリーン従業員組合，ウェスト・
プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産業別組合の結成と運営を支配
し，それに介入したこと，そしてそれぞれに支援し続けていたことが確認
された。被告はそういった不当労働行為を中止し，断念しなくてはならな
い。また，上記の諸組織に対する被告の支援，支配，介入と，それぞれの
工場における排他的交渉代表として上記の組織を承認し続けたことの影響
と結果が，被告の従業員が自身の組織を結成し，自身が選んだ代表を通じ
て集団的に交渉する権利を自由に行使する障害となり続けたことから，
我々は，同法の政策は，苦情，労働争議，賃金，賃率，労働時間，その他
の雇用条件に関して被告と交渉する目的でそれぞれの工場で従業員の代表
として上記の諸組織を承認したことを取り消し，解体を命じることで最も
148 (822) 第 46巻第 6 号
効果があると判断した。
被告が，上記の各工場において，従業員の賃金，労働時間，労働条件を
カバーする協約を締結していたことも同じように確認された。支配された
組織によって経営者側との間で締結された既存の契約の効力と影響から被
告の従業員を徹底的に解放し，そして同法によって保障された権利を従業
員に確かなものとするため，我々は被告に対し，既存のどのような契約あ
るいは取り決めにも影響を与えたり，実施するのを止め，さらに上記の組
織と苦情，労働争議，賃率，賃金，労働時間，その他の雇用条件に関連す
る契約の締結，更新，あるいは延長を止めるよう命じる。しかしながら，
この「裁定と命令」は，被告に賃率，賃金，労働時間，あるいはその他の
雇用条件に関する契約に具体化されている実質的な数字を変更するか，あ
るいは廃棄することを要求するものではない。
上記の調査結果から得られた事実とこの事件に関する全記録に基づき，
我々は以下のことを行う。
法から導かれる結論
1 農機具労働者組織委員会，マコーミック従業員共済組合，ロック・フ
ォールズ従業員組合，ファーモール合同自動車組合，イースト・モリー
ン従業員組合，ウェスト・プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産
業別組合は，全国労働関係法第2条第5項にいう労働組織である。
2 マコーミック従業員共済組合，ロック・フォールズ従業員組合，ファ
ーモール合同自動車組合，イースト・モリーン従業員組合，ウェスト・
プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産業別紐合の結成と運営を支
配し，そこに介人することと，上記の各組織を支援することで，被告は
全国労働関係法第8条第 2項にいう不当労働行為にかかわってきたし，
現在もかかわっている。
3 全国労働関係法第 7条で保証された権利の行使においてその従業員に
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干渉し，抑制し，そして強制することで，被告は全国労働関係法第 8条
第1項にいう不当労働行為にかかわってきたし，現在もかかわっている。
4 前述の不当労働行為は，全国労働関係法第 2条第6・7項にいう通商
に影響を与える不当労働行為である。
命 令
既述の調査結果から得られた事実と全国労働関係法から導かれる結論に
基づき，同法第10条第c項により，全国労働関係委員会はここに被告イン
ターナショナル・ハーヴェスター社，その経営首脳陣，代理人，後継組織，
譲受人に次のことを行うよう命じる。
1 以下のことの中止と断念。
(a) マコーミック従業員共済組合，ロック・フォールズ従業員組合，ファ
ーモール合同自動車組合，イースト・モリーン従業員組合，ウェスト・
プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産業別組合の運営を支配し，
そこに介入すること，あるいは従業員のいかなる労働組織であれ，その
結成と運営を支配し，そこに介入すること， もしくは上記の諸組織また
は他のいかなる労働組織に対して財政的その他の支援をなすこと，
(b) マコーミック従業員共済組合，ロック・フォールズ従業員組合，ファ
ーモール合同自動車組合，イースト・モリーン従業員組合，ウェスト・
プルマン独立組合， ミルウォーキー従業員産業別組合との間で，苦情，
労働争議，賃率，賃金，労働時間，その他の雇用条件に関する既存のい
かなる契約あるいは取り決めであれ影響を与えるか締結すること， もし
くはいかなる契約または取り決めであれ，それを新たに締結したり，更
新したり，延期すること，
(c) 全国労働関係法第 7条で従業員に保障された自身の組織をもつ権利，
労働組織を結成・加入・支援する権利，自分達が選んだ代表を通じて集
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団的に交渉する権利，団体交渉あるいは他の相互支援または相互保護の
目的のために真剣な活動に従事する権利を，いかなる方法であれ干渉し，
抑制し，強制すること。
2 労働関係委員会が全国労働関係法の政策を効果あるものにするために
必要と見なした以下の差別撤廃措置をとること。
(a) その従業員の代表者として被告と苦情，労働争議，賃率，賃金，労働
時間，その他の雇用条件に関して交渉する目的で，マコーミック従業員
共済組合，ロック・フォールズ従業員組合，ファーモール合同自動車組
合，イースト・モリーン従業員組合，ウェスト・プルマン独立組合， ミ
ルウォーキー従業員産業別組合からすべての承認を取り消すこと，そし
て代表としてのこのような組織を徹底的に廃止すること，
(b) マコーミック工場ウェスト・プルマン工場，ファーモール工場，ロ
ック・フォールズ工場，イースト・モリーン工場， ミルウォーキー工場
の施設と事務所全体の目立つ場所に 1の(aXbXc)に示された方法で被告が
中止・断念するとの告示を掲示し，その告示を少なくとも60日間掲示す
ること，そしてこの命令の2(a)で明らかにされた差別撤廃措置をとるこ
と，
(c) この命令の日付けから10日以内に，第13地区の地域部長に被告が命令
に服するためにどういった手段をとったかを通知すること。
委員長ハリー ・A・ミリス (HarryA. Millis)は，「上記の裁定と命令」
の検討には参加しなかった。
